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第3章　ロールズの政治的リベラリズムに
対する批判
1　政治的リベラリズムの前提に対する批判
―人間社会に関するロールズの不十分な
理解―
1.1　近代の政治的エートスの定式化
1.1.1　近代の政治的エートスの内実
　立憲民主政の歴史的展開において明らかにさ
れたように，近代の政治的エートスは，①「平
和的な共存のエートス」であり，②「自由の
エートス」であり，③「自由の平等性という
意味における正義のエートス」であった。ロー
ンハイマーは，近代の政治的エートスにとっ
て，又，近代の政治的エートスによって形成さ
れる公共的な理性にとって，本質的であるもの
として，以下の2点を指摘する（Rhonheimer, 
2005, p. 25）。
　第1に，「幸福の達成，宗教的な真理，永遠
の救済等の最も高い道徳的価値の実現について
の問題或いは教説は，政治的な領域から除外さ
れ，その結果，それらの対立の可能性は中和さ
れる」ということ。
　第2に，①「正当な政治プロセスが，包括的
なより高い意味における善についてだけでな
く，政治的な議題において含まれている問題に
ついても，市民の希望，個人的な関心，市民の
確信とたとえ矛盾したとしても，市民はかかる
正当な政治プロセスの結果を受容れるべきであ
るという，道徳的な責務を有している」こと。
そして，②「専ら，憲法によって賦与された平
和的な手段又は法的な手段によってのみ，この
ような諸決定を覆すことができる」こと。
　以上の点を，近代の政治的エートスは含意し
ている。
1.1.2　近代の政治的エートスの背後にある社
会の本性
　しかしながら，ローンハイマーが最も重視す
る点は，近代の政治的なエートスは，「人間人
格を社会的な存在に本性的になさしめるもの
（即ち，社会的な本性）」についての基本的な諸
問題を，公共的な理性から原理上除外すること
はない，ということである（同様の観点に立つ
ものとして，山田，2006a, pp. 61―3, 参照）。蓋
し，これは，真に「形而上学的な」諸問題では
なく，「経験的な諸問題（経験的な諸事実）」だ
からである。
　ローンハイマーによれば，人間存在及び人
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間社会の本性（本質）について基本的に確定さ
れている事実とは，第1に，少なくとも，「公
共的な正当化及び公共的な理性の論理を必ずし
も妨げない」，第2に，「包括的な教説がするが
如く，正義に関する政治的な構想とは競合しな
い」，第3に，「本性的に社会の基本構造を形成
するものを示す，即ち，政治的なるものの現象
の根源に存在するものを示す」，ということで
ある。
　従って，何故かかる事実に対応した諸価値が
政治的に特権化され或いは公共的に是認（支
持）されるべきではないのか，ということに
ついての，正当な（妥当な）公共的な理由が
先験的に存在することはあり得ないのである
（Rhonheimer, 2005, p. 26）。
　よって，ローンハイマーは，社会の本性（本
質）に関わる事実により，以下のような点を一
貫して強調する。人生の価値は，その発展の
各々の段階，即ち，①「人間の尊厳」→②「男
性と女性の生殖的な婚姻上の結合」，「婚姻上
の結合に根ざした家族」→③「分業及びコミュ
ニケーションの本性的な必要性に由来する基本
的な局所的共同体（local communities）」，に
おいて存在する，とする。そして，ローンハイ
マーは，「各々の段階である家族，局所的共同
体等は，政治社会のまさに将来性は各々の段階
に依拠しているという意味で，本性的で」あり，
又，「正義に関する健全な政治的構想は，各々
の段階である家族，局所的共同体等を含み又服
するという意味で，本性的である」として，社
会の本性（本質）の内実を規定するのである。
表3　ローンハイマーによる近代の政治的エートスの定式化
（1）平和的共存，自由，正義に関するエートスは，以下のものを含んでいる。
（a）政治的に根本的なるものと，道徳的に（或いは宗教的に）最も高いものとの間の
区別を承認すること。そして，道徳的に（或いは宗教的に）最も高いものを超えた，
政治的に根本的なるものの優越性を承認すること。
（b）最も高い価値であるものに基づくだけでなく，政治的に根本的であるものに基づ
いても，諸措置をなすに当っての立憲的な政治的及び法的決定の結果が，市民自身
の確信に十分に一致せず，或いは，一定の制限内で矛盾する時でさえも，諸措置を
なすに当っての立憲的な政治的及び法的決定の結果を，一定の制限の範囲内で，市
民は進んで尊重し受容れること（これは，実定法にある一定の優先性を認めること
である）。
（c）互換性の理念であり，少なくとも，基本的な自由についての平等性という意味に
おける，平等性について，根本的に取決めること。
（2）政治（politics），それ故，正義及び公共的な理性に関する公共的に是認（支持）された
構想は，政治に優先しそして政治の範囲を限定する幾つかの基本的な諸善の下にある，
ということを確信すること。これらは以下のものを含んでいる。
（a）個人の，基本的な自由及び権利。
（b）人間社会の基本的にそして本性的に賦与された特徴（それ故，人間実存の本性的
に社会的な特徴）に関して尊重すること。そして，それによって，明確化された政
治的共同善。その共同善の支配の下に，社会の各政治的組織と公共的な理性は，布
置されるべきである。
　以上のことは，……それが政治的に妥当である限り，自然法に対する尊重と同じである。
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1.1.3　近代の政治的エートスの定式化
　以上のことを踏まえて，ローンハイマーは，
近代の政治的なエートスを定式化するならば，
表3の2つの基本的な特徴によって，指摘する
ことができる，とする（表3参照）。但し，第1
の基本的特徴は，第2の基本的特徴を超えた政
治的な優越性を（制限されてはいるが）有して
いる（Rhonheimer, 2006, p. 26）。
1.2　人間社会に関するロールズの不十分な理
解
　ローンハイマーは，ロールズの政治的リベラ
リズムを代表とする現代リベラリズムは，近代
の政治的エートスの定式化（2―b）のレヴェル
の問題（なお，稲垣 ,  1979, p. 203，参照）を
扱っている 48），と位置付けた上で，ロールズの
政治的リベラリズムに対し，社会及び本性的に
社会的な存在としての人間の位格性（人格）に
ついての十分な概念を欠いている，と批判する。
　そして，その原因は，「自由且つ平等な市
民」というロールズの概念は，「人格が社会的
存在として（それ故に市民としても）本性的
であるもの」を捨象した「政治的な構成主義」
（political constructivism）の帰結である，と
批判する（Rhonheimer, 2005, p. 27，なお，福
間，2006, p. 45，参照）。
1.2.1　人間社会における本性の欠落
　既に，ロールズは，著書『正義論』（A 
Theory of Justice）において，社会を，「諸人格
の，多かれ少なかれ自己充足的なアソシエー
ション」として，或いは，諸人格の「相互的な
利益のための協働の企て」として，定義してい
る（Rawls, 1971, p. 4）。確かに，社会が，「長
きに渡る相互的な利益のための協働の企てであ
る」ということは，確たる真理であり，そして，
直観的に受容れることができる。
　しかしながら，社会は個々の市民の単なる
「協働の企て」として記述することは，確たる
真理ではない。
　蓋し，ローンハイマーによれば，第1に，そ
もそも，政治学の対象は，①「自由且つ平等な
る存在としての個々の市民だけでなく，本性的
に社会的な存在としての市民を扱う」こと，②
「市民であるところのもの」を扱うこと，即ち，
「両親，家族の構成員，子供達（まだ出生して
いないものも含む），財産権を有する者，隣人，
ビジネスのパートナー，分業という基本的な諸
事実が齎す交換及び協働」を扱うこと，③「人
格のかかる社会的次元が本性的に明らかにする
社会の単位（the social units）を扱う」こと，
だからである（Rhonheimer, 2005, p. 27）49）。
　第2に，社会契約論の観点から指摘するなら
ば，社会についてのロールズの定義の仕方は，
自然状態における社会的な現実在を誤って捨象
しているからである。或いは，伝統的自然法論
の観点から指摘するならば，ロールズは，社会
を，政治的なるものとして，従って，政治的な
構成主義（political constructivism）の結果と
して，考えているに過ぎないからである。
　ここで注意すべきは，社会契約論によって基
礎付けられている古典的リベラリズムは，政治
的構造によって，前政治的なるもの即ち本性
的に社会の本質を保障することを意図してい
ることから，社会についてのロールズの定義の
仕方とは根本的に異なっている点である。即
ち，ローンハイマーが端的に指摘する如く，方
法論的個人主義は社会契約論にとって典型的
であるけれども，自然状態における個々人の
関心は，社会的な存在としての諸人格にとっ
て本質的であるものによって形作られており，
ロールズの如く，相互的な単なる利益のために
よって形作られているわけではないのである
（Rhonheimer, 2005, p. 27）。
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1.2.2　ロールズへの批判〔Ⅰ〕　―社会の基
本構造の起源としての家族という視点の
欠落―　
　ロールズが人間社会における本性という視点
を欠いているとの上記批判に対し，ローンハイ
マーは，以下の2点の反論を想定する。
　第1の反論は，ロールズは，「よく秩序付け
られた社会」（well-ordered society）を「複数
の社会連合の内の一つの連合」（union of social 
unions）と称し（Rawls, 1971, p. 525），人間
は人生において「パートナーとして互いに必要
としている」（Rawls, 1971, p. 522）ことを根
拠に，人間の「社会的な本性」を承認している
（Rhonheimer, 2005, p. 27），と。
　第2の反論は，ロールズは，社会の基本的
な単位（basic unit）として家族を受容れ，
「複数の社会連合」（social unions）としての
「友愛及び他の集団」（friendships, and other 
groups）と家族を同等に扱っている（Rawls, 
1971, p. 525）。又，ロールズは，あらゆる他
の形態の自発的なアソシエーション（即ち，
「教会或いは大学，専門的或いは科学的アソ
シエーション，ビジネスの会社或いは労働組
合」（Rawls, 1999, p. 158 ／翻訳，ロールズ，
2006，pp. 228―9））と家族を同等に看做して
いる。詰り，ロールズは，社会的な本性を認
め，その証拠に家族を扱っていると指摘できる
（Rhonheimer, 2005, p. 28），と。
　しかしながら，以上の反論に対し，ローンハ
イマーは，「全く反道理的（unreasonable）」で
ある，と再反論する。蓋し，ローンハイマー
によれば，ロールズの見解は，「婚姻上の結合
（the marital union）に関する生殖的な本性に
ついての基本的な経験上の諸事実，又，家族に
ついての基本的な経験上の諸事実に矛盾する」
からである（Rhonheimer, 2005, p. 28，なお，
山田，2001, pp. 67―8）。
　第1に，そもそも，家族は，「自発的」
（voluntary）ではない。即ち，誰も自分の両親
或いは自分の家族を選択していないし，或い
は，出生することを誰も選択していない。逆
に，両親は，自分達の子孫を選択していない。
詰り，家族は，明らかに，「自発的なアソシエー
ション」ではない。
　第2に，婚姻（の結合）は，確かに自発的で
あるが，「アソシエーション的」（associative）
ではない。即ち，婚姻の結合は，「その原因に
おいてだけでなく，本性的な仕方においても，
社会の起源（the origin of society）である」。
そして，婚姻の結合は，「人間社会が基本的で
あるところのもの」，即ち，「男性と女性の生殖
的な結合に根底を有する，秩序付けられた人民
大衆（multitude）」を形成する 50）。従って，ロー
ンハイマーは，婚姻の結合は，「出産を通じて
家族になることへと拡張されるが，その目的及
び善は婚姻の結合によって創造されそして伝え
られ，社会の本性的な基本構造を形作る」とす
るのである（Rhonheimer, 2005, p. 28）。
　それ故，ローンハイマーが指摘する如く，単
なる自由且つ平等な個々の市民の「協働の企て」
としての社会を論じることは，社会を誤って理
解しており，その結果，「社会的なるもの」を
論じることよって齎される「政治的なるもの」
という概念を曲解してしまう。この点におい
て，ロールズの見解は，「不完全」なのである。
1.2.3　ロールズへの批判〔Ⅱ〕―前政治的
な社会的な現実在という視点の欠落―
　次に，ロールズは「社会は共同体でもなく又
アソシエーションでもない」ということを主張
する（Rawls, 1996, pp. 40―3）が，ローンハイ
マーは，ロールズの社会についての概念は明ら
かに共同体又はアソシエーションをもとに考案
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されたものである，と批判する。
　それは，ロールズが，「社会は，アソシエー
ションが典型的に有している終極目的及び目
標を有する」ことを否定し，或いは，「社会
は，共同体にとって典型的である善に関する共
有された包括的な構想を有している」（Rawls, 
1996, p. 41）ことを否定するからではない。ロー
ルズが，人間存在は，「アソシエーションに参
加するかの如く，理性の時代の社会に参加す
る」のではなく，人間存在が「卓越した生活を
送る社会の中へ生まれている」ということを強
調する点においては全く以って正しい（Rawls, 
1996, p. 41, Rhonheimer, 2005, p. 28）。
　問題であるのは，ロールズが，かかる文脈に
おいて社会を語る場合，その社会とは「よく秩
序付けられた民主政的な社会」（Rawls, 1996, p. 
40）を意味している点にある。即ち，ロールズ
は，「正義の政治的構想によって既に形成され
た社会」，即ち，「市民の社会」或いは「政治社
会」について語っているのである（Rhonheimer, 
2005, p. 28）51）。
　確かに，人間存在が，生まれた場合，政治社
会の中に生まれ，国家の市民となる。しかしな
がら，かかる事実は，「人間存在の第一の社会
或いは完全な社会のアイデンティティのいずれ
でもない」。ローンハイマーによれば，そもそ
も，①先ず，人間存在は，特定の両親の子供と
して，即ち，論理的に述べれば，「人間存在が
市民になるに先立つ社会の現実在である，特定
の特殊な家族の構成員として，生まれる」。②
次に，人間存在は，「政治社会に先立ち，そし
て，固有の目的と共に本性的に存在する，特
定の局所的共同体にも所属する」。③そして，
市民社会或いは政治社会以前の特殊な本性は，
「正義に関する政治的な構想によって，よく秩
序付けられる」のである（Rhonheimer, 2005, p. 
28―9）。
　従って，政治社会は，以上の前政治的な社会
の現実在を考慮に入れなければならない。しか
しながら，ロールズの見解における，正義に関
する政治的な構想は，このような構想にとり先
立って存在する現実在は，自由且つ平等な個々
の市民のみである。従って，かかる想定に基づ
き，如何に，精巧に政治的な構想を構成しよう
とも，かかる政治的な構想によっては，上記前
政治的な社会の現実在を，社会の基本的な構造
の部分として，再構築することは不可能なので
あると，ローンハイマーは指摘する。
　要するに，ローンハイマーは，よく秩序付け
られた政治社会は，本質的に，「社会的存在と
しての市民を本性的に構成するもの」に従属
し，そして，「社会的存在としての市民を本性
的に構成するもの」に対する尊重及び配慮をし
なければならない，という点を強調するのであ
る（Rhonheimer, 2005, p. 29）。
1.2.4　原初状態論の再構成
1.2.4.1　原初状態論に対する批判
　上の立論からすれば，ロールズの原初状
態（the original position）の基本的な欠点は
「無知のヴェール」（不知のヴェール，veil of 
ignorance）52）にあるのではない。即ち，問題
は，「正義の原理を形成し或いは採決するため
に，参加者は参加者自身のアイデンティティを
捨象されなければならない」という基本的な
想定にあるのではない（Rhonheimer, 2005, p. 
29）。
　ローンハイマーが問題にする点は，寧ろ，
「参加者が，自由且つ平等なるものとしての
個々の市民及び市民の諸関心を専ら代表するよ
う描き出されている」点にある。即ち，問題
は，参加者が，「個々人としてのみ自ら自身を
代表するよう認められている」点であり，「原
― 256 ―
名古屋学院大学論集
初状態において更に代表されるべきであるも
の」，即ち，「全ての婚姻上の結合そして家族を
基点に（above and before）属する基本的な本
性の社会的な諸連合（the basic natural social 
unions）の代表者として自ら自身を表すよう
認められてはいない」点である（Rhonheimer, 
2005, p. 29）53）。
　蓋し，原初状態において決せられるべき正義
の諸原理は，（確かに，誰も自身の位置を知ら
ないのではあるが，）「現実の社会的世界に言
及している」のであり，そして，個々の人格に
よって創造され，原初状態に似た何ものかに関
する論理によって形作られたような「擬制的な
普遍性或いは社会的な普遍性に言及しているの
ではない」からである（Rhonheimer, 2005, p. 
29）。
1.2.4.2　市民概念の再構成
　従って，ローンハイマーは，正義に関する公
共的に是認（支持）された政治的構想は，「現
実において存在するものとしての人間存在に言
及しなければならない」のであり，政治学は，
「現実において存在するものとしての人間存在
を取り扱うよう一般的に求められている」ので
あることを指摘する。勿論，ローンハイマーに
おいては，「現実において存在するものとして」
とは，「人間社会の本性の部分である，まさに
限定された諸形態において，互いに本性的に関
連付けられた，根本的な社会的存在として」と
いう意味である（Rhonheimer, 2005, p. 30）。
　従って，正義或いは公共的な理性に関する道
理的な政治的構想は，第1に，「市民のアイデ
ンティティが，自由且つ平等なるものとしての
政治的な状況によって形作られている」という
点を考察しなければならないだけでなく，第2
に，「市民が本性的に社会的存在になるという
ことを通じたそれらの事実によって形作られて
いる」54）のである，という点を考察しなければ
ならない。それ故，ローンハイマーが指摘する
如く，市民は，正義に関するある道理的な政
治的構想の想定であり，そして，「統合的な部
分」（integral parts）なのである（Rhonheimer, 
2005, p. 30）55）。
1.2.4.3　包括的な教説・穏当な多元主義の事実
を根拠とする批判に対する反論
　なお，以上の主張に対し，以下の2点の批判
が考えられる，とローンハイマーは指摘する。
　第1は，包括的な教説ではないかとの疑問で
ある。しかし，ローンハイマーによれば，かか
る主張は，善に関する包括的な教説或いは道徳
的諸価値に関する包括的な教説を主張すること
に，「何ら関係がない」。蓋し，「人間存在が生
活している現実世界における現実の人間存在と
しての人間存在の実存」という，基本的な事実
から始まる，ある形態の道理性についての「根
本的な部分」であるからである（Rhonheimer, 
2005, p. 30）。
　第2は，「判断の重荷」（burdens of judg-
ment）に基礎を置く「穏当な多元主義」の事
実（the fact of reasonable pluralism）を示すか
もしれない，との反論である。しかし，ローン
ハイマーによれば，この反論は意味をなさない。
蓋し，①「人間社会が異なった性の2つの人格
の生殖的な結合において起源を有していること
を無視すること」になるからであり，又，②「市
民として，人間存在は皆，本性的に，このよう
な結合（union）に起源を有するということを
無視すること」になるからである。詰りは，何
れの事実の無視も，「健全な判断を欠いて」お
り，「単に反道理的（unreasonable）」であり，
更に，「判断の重荷」或いは「穏当な多元主義」
に属するものとして説明することは不可能であ
るからである（Rhonehimer, 2005, p. 30）。
マルティン・ローンハイマーの政治的リベラリズム批判（2・完）
― 257 ―
　従って，ローンハイマーは以下のように指摘
する。社会の本性，そして，本性的に社会的存
在としての人間諸人格といった基本的な真理
を，正義に関する公共的に是認（支持）された
政治的構想から，除外することは不可能なので
ある。そして，かかる基本的な真理は，「公共
的な理性によって，確固として是認（支持）さ
れなければならない」。即ち，「かかる真理の
内の幾つかは論争的である」という事実は，か
かる真理を公共的に正当化することが不可能で
あることを意味せず，又，かかる真理は公共的
な理性（理由）から排除されるべきであると
いうことを意味しないのである（Rhonheimer, 
2005, p. 30）。
1.2.5　古典的リベラリズムとロールズとの相
違
　ロールズは，その議論を，ボーダンに代表さ
れる反絶対主義的な特徴から出発し，又，ロッ
クに代表されるリベラルな伝統から出発する。
そこで，ローンハイマーに従い，古典的リベラ
リズムにおける社会的本性と政治的な構想との
関係をここで確認する。
1.2.5.1　ボーダンにおける社会的本性と政治
的な構想との関係
　まずは，ボーダンにおける社会的本性と政治
的な構想との関係である。ボーダンの政治的思
考は，その中心部分において，明らかに，反ア
リストテレス主義的である。詰り，ボーダン
は，アリストテレスとは異なり，「最も根本的
な政治的な善は，道徳的な徳という卓越性，又
は，幸福性の卓越性ではない」ということを主
張する。
　しかしながら，ローンハイマーが強調する
に，ボーダンは，ポリスに関するアリストテレ
ス主義的な構想の中核となる想定から，逸脱す
ることはない。即ち，ボーダンは，アリストテ
レス同様，「国家，そして，公共的なるものの
一般的な領域は，政治的なるものよりも前に
存在しているもの」として，社会連合（social 
unions）及び現実在を想定しており，そして，
社会連合及び現実在を支配している，と主張す
るのである（Rhonheimer, 2005, p. 30）。
　それ故，ボーダンは，政治社会を，多くの
市民として，定義することはない。ボーダン
によれば，「共和政」という公的権力は，「多
くの家族に及ぶ，そして，多くの家族にとって
共通であるものに及ぶ，法及び主権に基づい
た，政府の権力」なのである。詰りは，ボーダ
ンの君主権力は絶対的ではないのである。即
ち，ローンハイマーによれば，ボーダンの君主
権力は，君主権力を制限する政治的な諸制度に
よってではないが，①「自然法によって（フラ
ンスにおいては，サリカ法典（Lex salica）と
いう根本法によって）」，そして，最も重要なも
のとして，②「家族という社会的な単位（the 
social unit）及び財産権，即ち，政治社会の『基
本的構造』に先立ち，そして，公共的に是認
（支持）された正義という政治的な構想のまさ
に本性及び範囲を形作る現実在によって」，制
限されているのである（Rhonheimer, 2005, p. 
31）。
1.2.5.2　ロックにおける社会的本性と政治的
な構想との関係
　次に，ロックにおける社会的本性と政治的
な構想との関係である。明らかに，ロックに
とって，議会政府に利益を委ねる社会契約，そ
して，共同体の創出は，「本性（自然）の法」
（Law of Nature）が通用しそして人間の営為を
規制する「自然状態以前に関連する」。ロック
の自然状態は，完全な自由の状態である。そ
して，ロックの自然状態は，「単に個々人の状
態ではなく，家族の生殖的な結合の状態であ
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り，土地所有者及び労働者の状態なのである」
（Rhonheimer, 2005, p. 31）56）。
1.2.6　ロールズ理論の誤りの根底
　以上により，ロールズは，ローンハイマー
が的確に指摘するが如く，社会を，政治社会
（即ち，民主政的な社会，よく秩序付けられた
社会）としてのみ焦点を当てるだけの，「欠点
ある社会概念」を研究の対象にする。それ故
に，正義についてのロールズ理論の全体像，
そして，政治的リベラリズムについてのロー
ルズ理論の全体像は，「一本足で立っている
だけであり，一つの目だけで現実在を見てい
る」とのローンハイマーの批判は，重大である
（Rhonheimer, 2005, p. 31）。
　そもそも，人間社会には，個々の人格のみを
代表している個々の人格のアソシエーションだ
けではなく，「政治的な現象そして公共的な現
象に先立った確固たる本性的な社会的事実」が
存在している。確固たる本性的な社会的事実
は，「正義に関する道理的な構想が言及しなけ
ればならないもの」であり，そして，「道理的
な構想がその基本的な内実を本性的に受容して
いるもの」なのである（Rhonheimer, 2005, p. 
31）。
　一旦，かかる本性的な社会的事実が存在して
いることを承認するならば，第1に，「正当性
に関するリベラルな原理」，「互換性の基準」，
「公共的な理性（理由）」という概念及びそれら
3つの諸原理の相互関係，第2に，「重なり合う
コンセンサス」という概念，第3に，正義に関
する政治的な構想と包括的な教説との関係，以
上のロールズの政治的リベラリズムに関する基
本的な想定に，重大な変更が齎される。
　以下においては，各々の論点を夫々論じてい
くことにする。
2　ロールズの正当性に関するリベラルな原理
と互換性の基準に対する批判
2.1　問題の所在
　ロールズの正当性に関するリベラルな原理を
検討することから始める。
2.1.1　ロールズの正当性に関するリベラルな
原理
　正当性に関するリベラルな原理とは，「政治
権力の行使が，立憲的な本質に調和して行使さ
れる場合に限り，十分に適切であること」を意
味する原理である。その場合の立憲的な本質と
は，「自由且つ平等なるものとしての市民全て
が市民共通の人間理性にとり受容れ可能な原理
及び理想に照らして是認（支持）することが，
道理的に（理に適って）期待されうるであろ
う」ものである（Rawls, 1996, p. 137, 217，なお，
福間，2006, p. 50，参照）。
2.1.2　正当性に関するリベラルな原理に対す
るフィニスの批判
　先ず，ローンハイマーは，かかる正当性に
関するリベラルな原理に対する，「不可解で曖
昧なるもの」（bafflingly ambiguous）であると
のジョン・フィニス（John Finnis, 1940―）の
自然法論の立場からの批判を取り上げる。フィ
ニスは，正当性に関するリベラルな原理の定義
の内「市民全てがそれを是認（支持）するよう
道理的に期待され得るであろう」という箇所に
ついて，人は「人々の行動を予測し，或いは，
その主張の合理的な強さを推し量る」という
ことを意味するかどうかを問題にする（Finnis, 
2000, p. 79）。
　そこで，ローンハイマーは，フィニスの指
摘する「曖昧さ」（ambiguity）について，以
下の2つ解釈を提示することができる，とする
（Rhonheimer, 2005, p. 32）。
　第1の解釈は，立憲的な本質と公共的な理性
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のそれに対応する内実が，全ての道理的な市民
によって事実上受容れられるであろう或いはま
さに少なくとも受容れられるであろう限り，立
憲的な本質と公共的な理性のそれに対応する内
実は正当である，とする見解である。
　第2の解釈は，立憲的な本質と公共的な理性
のそれに対応する内実が，全ての道理的な市民
によって受容れられるべきである限り（即ち，
立憲的な本質と公共的な理性のそれに対応する
内実を是認（支持）することを拒絶するそれら
の市民が反道理的であると証明するが故に），
立憲的な本質と公共的な理性のそれに対応する
内実は正当である，とする見解である。
2.1.3　正当性に関するリベラルな原理の真の
問題点
　ローンハイマーは，フィニスの指摘する「曖
昧さ」については，正当性に関するリベラルな
原理を，「ロールズ理論の全体の文脈において
理解するならば，その意味は曖昧であるよりは
寧ろ明確である」とし，端的に述べるならば，
正当性に関するリベラルな原理の真の問題は，
「他のところに存在する」のである，とする。
　そこで，以下においては，ローンハイマーに
従い，第1に，「何故フィニスが非難する曖昧
性は，ロールズ理論においては存在しないので
あり，又，何故存在することが不可能であるの
か」を説明する。そして，第2に，「正当性に
関するリベラルな原理において，市民の『道理
的な期待』が意味するもの」を明らかにする
（Rhonheimer, 2005, p. 32）。
　その結果，ローンハイマーは，正当性に関
するリベラルな原理について，以下の2点の問
題点が存在していることを明らかにする。第1
に，ロールズの互換性（互恵性，reciprocity）
という概念が，政治的に不十分に規定されて
（underdetermined）いること，第2に，互換性
の概念と公共的な理性の概念との関係が不明確
であること，以上2点である。
　以下においては，正当性に関するリベラルな
原理の2つの問題点を明らかにする 57）。
2.2　フィニスの「曖昧さ」に関する解釈の検
討
2.2.1　第2の解釈の意味
　まず，正当性に関するリベラルな原理におけ
る「道理的に期待されうるであろう」（「主張の
合理的な強さを推し量る」という意味）という
箇所についての第2の解釈から検討を始めるこ
とにする。
　第2の解釈においては，「道理的な市民に
よって受容れられるべき基準」，即ち，「正当性
に関する原理を有効にするための，道理性に関
する更なる基準」を必要とすることになること
は容易に想像できる。詰り，ローンハイマーに
よれば，実質的には，「正当性に関する原理は
何も語っていないが故に，反道理的な実質的な
主張から道理的なるものを区別できる新たなる
基準が必要となる」のである。
　そこで，フィニスは，「反道理的なるものと
道理的なるものとを区別する，かかる基準を，
公共的な理性に最も適切に提供することができ
るのは，自然法である」と主張する。それ故
に，正当性に関するリベラルな原理についての
第2の解釈が，ロールズの意図するところであ
るならば，「フィニスの主張は説得的であり，
その場合は，自然法の諸理由は，公共的な諸
理由となる」のである（Rhonheimer, 2005, pp. 
32―3）。
2.2.2　第2の解釈の評価
　しかしながら，ローンハイマーが指摘するよ
うに，ロールズ理論において，公共的な諸理由
としての自然法の諸理由という，このような
説明を受容れることはあり得ない。詰り，「正
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当性に関するリベラルな原理に関する第2の
解釈が成立する可能性は全くない」のである
（Rhonheimer, 2005, p. 33）。
　蓋し，ローンハイマーが端的に指摘する如
く，第2の解釈は，「正当性に関するリベラル
な原理から，かかる原理が穏当な多元主義とい
う状況を映し出し，そして，穏当な多元主義
という状況の下で機能するという中核的な特
徴の一つを奪う」からである。善について実
質的な主張を有する自然法それ自体が，「判断
の重荷」（burdens of judgment）に晒されるの
である。それ故，自然法は，ロールズの論理か
らすれば，コンセンサスを創出すことができな
いのであり，又，公共的な理性の部分ではあり
得ない。寧ろ，ローンハイマーが幾度も指摘
するが如く，自然法は，「それ自体論争的であ
り，市民の不一致の原因」ですらあるのである
（Rhonheimer, 2005, p. 33）。
　よって，ロールズの政治的リベラリズムの文
脈において，正当性に関するリベラルな原理を
正しく理解するためには，「第2の解釈は，ロー
ルズの解釈としては捨て去らねばならない」。
　正当性に関するリベラルな原理は，政治的な
領域に特殊固有な諸理由及び公共的な理性に
とって特殊固有な諸理由のみを含意し，そし
て，それ以外の他の諸理由からは独立している
のである。従って，正当性に関するリベラルな
原理の要は，かかる原理が政治的なるものとい
う「フリースタンディングな道徳的観点の部分
である」と主張する点にあるといえよう。こ
の点こそが，「社会の基本構造において具体化
された正義に関する公共的に妥当な政治的構
想として，それを是認（支持）している人々
の重なり合うコンセンサスの焦点なのである」
（Rhonehimer, 2005, p. 33）。
2.2.3　第1の解釈の意味
　では，第1の解釈が妥当なのであろうか。第
2の解釈が退けられたからといって，第1の解
釈が妥当であるわけではない。
　第1の解釈は，市民の「道理的な期待」が，
道理的な市民の行動を予測し，それ故，事実上
道理的な市民全てによって受容れられるであろ
う或いは少なくとも受容れられることがまさに
可能であろう全ての人々の政治的な位置付けを
正当化する，というものであった。かかる第1
の解釈が，リベラルな正当性をして，「市民の
大多数によってある位置付けが単に受容れられ
るであろう可能性或いは予測される受容性と同
じであることを意味する」に過ぎないならば，
ローンハイマーが指摘する如く，正当性に関
するリベラルな原理は，多数決原理（majority 
principle）との単なる一致にすぎないことにな
る（Rhonehimer, 2005, p. 33）。
2.2.4　第1の解釈の評価
　しかし，これは，ロールズが理解する正当性
に関するリベラルな原理ではない。
　ロールズの政治的リベラリズムは，「戦略的
な構想或いは実用論的な構想ではなく，フリー
スタンディングな道徳的観点であることを意図
するもの」である。それ故，多数決原理は，確
かに道徳的な内実を有するけれども，ある法或
いはある政策が多数によって是認（支持）さ
れるよう予測することは，是認（支持）され
た法或いは政策の公共的な正当性に関する道
徳的原理からすれば，ローンハイマーが指摘
するように，「決して十分ではない」のである
（Rhonheimer, 2005, p. 33）。
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2.3　ロールズの正当性に関するリベラルな原
理の意味と問題点
2.3.1　ロールズの正当性に関するリベラルな
原理の意味
　従って，政治的な正義に関するある道徳的な
構想が，道徳的に正当とされるためには，多数
によって受容れられていることだけでは，十分
ではない（なお，芦部，1997, p. 17，参照）。
即ち，「多数に受容れられていることに加えて，
このような構想は，正しい諸理由（the right 
reasons）のために受容れられなければならな
い」のである（Rhoneheimer, 2005, p. 33）。こ
れらの正しい諸理由は，自由且つ平等な人格と
しての他の市民に対する尊重を表すものでなけ
ればならない。
　従って，ローンハイマーは，「受容される可
能性とは，正当な政治的位置付けが，道理的な
人々によって事実上受容れられるであろう或
いは受容れられるまさに可能性あるものであ
る」ことと解釈すべきことになる，と指摘する
（Rhoneheimer, 2005, p. 34）。
　蓋し，それらは，ロールズが正義に関する政
治的な構想とかかる構想に基づいて制定される
成文法及び法を是認（支持）するための「正し
い諸理由」と称するものを特徴付ける，「同意
及びコンセンサスの本質的な要求と一致し，し
かも，公正であり，互換性の基準を満足させ
る」からである（なお，福間，2006, pp. 45―6，
参照）。こうして，正当な政治的位置付けは，
事実上道理的な市民全てによって受容れられる
よう「道理的に期待されているであろう」，と
いうことになるのである。従って，人々に人々
自身の選択をさせるように常にしておくことに
よって，主だった不一致が存在するところで
は，このような政治的位置付けは，「他の人々
の自律性（autonomy）を犠牲にしてまでも実
質的な諸価値を行使することはない」のである
（Rhonheimer, 2005, p. 34）。
　以上の如く，ロールズの公共的な諸理由の概
念が意味するところを，ローンハイマーは明ら
かにするのである。
2.3.2　ロールズの正当性に関するリベラルな
原理の真の問題点
　このように，正当性に関するリベラルな原理
を位置付けることがロールズの意図であるなら
ば，フィニス等の自然法論者による，「ほとん
ど常に，リベラルな位置付けを，道徳的に告発
された政治的諸論争における勝者にする効果を
有している」との批判は妥当なものであろう
（George, 2000, p. 1）。すると，ローンハイマー
が指摘する如く，真の問題点は，「正当性に関
するリベラルな原理それ自体にあるのではな
く，互換性の基準にある」と指摘することがで
きる（Rhonheimer, 2005, p. 34）。
　即ち，第1の問題は，①「前政治的な人間社
会の本質について無視をする反事実的・反道理
的な想定」，それ故に，②「自由且つ平等な側
面だけでなく，本性的に社会的存在とする側面
に配慮した諸人格の本質について無視する反事
実的・反道理的な想定」である。かかる想定
は，互換性という特殊政治的な概念に密接に関
連する。第2の問題は，「ロールズは，如何に
して互換性を公共的な理性の理念と結び付ける
のか」という点である（Rhonheimer, 2005, p. 
34）。
　そこで，以下において，以上2つの問題点を
検討する。
3　互換性という特殊政治的な概念の正体　
―近代立憲民主政のエートス―
3.1　問題の所在
　正当性に関するリベラルな原理は，道理的
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な市民に受容れられるか否かを問題とするが
故に，その原理は，ロールズが道理的なるも
のによって理解しているものに依拠する。従っ
て，正当性に関するリベラルな原理を批判する
にあたっては，道理的なるものを明らかにする
ことが重要である。それ故，道理的なるものの
正確な意味付けを把握することから論を始める
（Rhonheimer, 2005, p. 34）。
3.2　道理的なるものと合理的なるもの
　ロールズは，「道理的な」（reasonable）或い
は「道理性」（reasonableness）という用語を以っ
て，市民を，特殊政治的であり，そして，市民
の「合理性」（rationality）から区別されるもの
であると，特徴付ける。即ち，ロールズによれ
ば，人格は，個人的な諸目的を達成する適切な
手段に従事するよう探求しながら，善の構想を
追求する限り，「合理的」（rational）と称され
るべきであるが，しかしながら，人は，「特定
の形式の道徳的な識別能力」（a particular form 
of moral sensibility）を有する場合，「道理的」
と称されるべきである，とする 58）。その「道徳
的な識別能力」は，「平等なるものとしての他
者が是認（支持）すると道理的に期待されるで
あろうとの観点に基づいて」，「公正な協働自体
に従事する欲求を下支えする」（Rawls, 1996, p. 
51）。従って，かかる道理性は，互換性という
理念において十分に表されることになる。
3.3　道理性と互換性の理念
　ロールズの互換性の理念は，「ある世代から
次の世代へと，長きに渡る協働に関する公正な
体系」（Rawls, 1996, p. 15）としての社会とい
う構想に結び付いている（なお，福間，2006, p. 
50, 53, 57，註（11），参照）。
　人々が，等しく「協働の公正な条項として
の諸原理及び諸基準を提起し，そして，他者
が同様に行うであろうという保証を与えるこ
とによって協働の公正な条項としての諸原理
及び諸基準を遵守するようまさに整えた場合」
（Rawls, 1996, p. 49），人々は，互換性の基準
に適合するという意味において，道理的である
（なお，岩田，1994, pp. 54―5，参照）。従って，
「道理的なるものは，公正な協働の体系として
の社会の理念の一要素であり，そして，その公
正な条項が全ての人が受容れるほど道理的であ
ることは互換性の理念の部分である」（Rawls, 
1996, p. 49，なお，福間，2006, p. 51，参照）。
　しかしながら，人格が合理的な行為主体と
して追求する善及び個人的な人生設計等の構
想は，しばしば互いに衝突し合う個人的な諸
目的及び人生設計に言及する，包括的な観点で
ある。ロールズによれば，合理的な行為主体の
間に重なり合うコンセンサスを見出すのは，合
理性ではなく，道理性である（Rawls, 1996, p. 
320）。その結果，長きに渡る互いの利益のた
めの協働の体系としての社会が可能となるので
ある。従って，「ある道理的な包括的観点は，
真理であるかもしれないし或いは真理でないか
もしれないが，その支持者が他の包括的な観点
（その真理主張は矛盾対立するかもしれない）
の信奉者との平和裡の政治的な協働をするよう
仕向ける見方なのである」（Rhonheimer, 2005, 
p. 35）。
3.4　道理性と市民性
　ロールズは，「道理的であることは，認識論
的な理念ではない（それは認識論的な要素を有
してはいるけれども）。寧ろ，道理的であるこ
とは，公共的な理性の理念を含意する民主政的
なシティズンシップの政治的な理想の部分で
ある」ことを強調する（なお，福間，2006, p. 
52，参照）。その理由は，「合理性との対比にお
いて，道理性は，他者の公共的な世界に焦点を
充てるからである」（Rawls, 1996, p. 62）とす
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る。
　従って，道理性は，「真理」とは対照的に，
市民性（civility）に関する徳に言及する，本質
的に政治的な範疇に属する。市民性に関する徳
とは，包括的な諸教説の真理に基づく判断にお
いては，道理的なそして実行可能な政治的合意
に至ることは，実践的に不可能であるにもかか
わらず，「正義に関する共有された政治的構想
の基底に基づく協働の能力」（Rawls, 1996, p. 
63）である（Rhonheimer, 2005, p. 36）。
3.5　立憲民主政の近代的なエートスと互換性
の基準
　ローンハイマーは，立憲的な本質及び正義に
関する公共的な構想は，「全ての人が，自由且
つ平等な市民として，互いの利益のために，社
会において，平和裡に協働することを許容する
という，そういう仕方で，共有されなければな
らない」と指摘する。更に，ローンハイマーは，
このことは，「善を超えた正の政治的な優越性
に関する理念」でもあり，「善を超えた正の政
治的な優越性」は，各々互いにそれらを対立さ
せることなしに，「合理性なるものを越えた道
理性なるものの政治的な優越性という理念」に
対応し，又，「私的なるものを超えた公的なる
ものの政治的優越性」に対応する，と指摘する
（Rhonheimer, 2005, p. 36）。
　このことを以って，ロールズは，立憲民主政
の近代的な政治的エートスの典型的な形態を示
すだけでなく，「実行可能なそして正義に適っ
た政治的秩序の基底であると万人がまさに理解
するもの」，即ち，「道理性に関する原理」を定
式化する。
　中でも，互換性の基準は，「平和裡の協働及
び平等な自由の状況を創出することができる政
治的な正義に関する構想において適切なもので
なければならない」とローンハイマーは強調す
る。そして，ローンハイマーによれば，互換性
の基準及びその適切な道理性を受容れることな
しに，平和的な公共的秩序或いは立憲民主政
（①中立性及び正義に関する手続的な論理，②
平等な基本的な諸自由，③政府における民主的
参加，を有する法の支配）を定立することは，
いずれも不可能である。従って，ロールズの正
当性に関するリベラルな原理を下支えしている
理念は，「リベラリズム」という単なる表現で
はなく，「ヨーロッパ及びアメリカの幾世紀の
歴史を通じて発展し，それ以来，市民化され，
全世界に拡散しつつある，まさに『立憲民主政
の魂』（the soul of constitutional）」なのである
（Rhonheimer, 2005, p. 36）。
3.6　互換性の基準の問題点
　しかし，ロールズは，この理念を，転回させ
る。その転回とは，ローンハイマーによれば，
「自然法にとって明らかに敵対的なものであ
る」。そもそも，自然法の諸理由自体は，真理
を含んでいると主張し，それ故に，あらゆる人
の理解に開かれているとする。しかしながら，
ロールズは，「自然法の諸理由それ自体が公共
的な諸理由であるとすることは許容できない」
とするのである（Rhonheimer, 2005, p. 37）。
　そこで，ローンハイマーは，自然法を公共的
な理性に属するものとして論陣を張るのではな
く，以下のような戦略に出る。第1に，ロール
ズの理論において，自然法の公共的な機能へ向
かった，かかる敵対性を齎す諸要素を看取し，
第2に，それら敵対的要素が立憲民主政のリベ
ラルな伝統に調和しないことを示す。そして，
第3に，リベラルな立憲民主政のエートスを危
険に晒すことなく，それら敵対的要素を取り除
くのである。
　それ故に，ローンハイマーは，問題は，「リ
ベラルな立憲民主政の諸原理，詰りは，互換性
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の理念は，政治的リベラリズムというロールズ
の理論において，如何に機能するのか」という
ことにある，とする。このことは，「ロールズ
の社会についての理論は，リベラルな立憲民主
政の諸原理に如何に影響を与えているのか」と
いうことにかかっている 59）。より端的に問題
を述べるならば，「ロールズの政治的リベラリ
ズムにおいて互換性の基準は公共的な理性に
如何に関係しているのか」ということである
（Rhonheimer, 2005, p. 37）。
　以下においては，この点を論じることにす
る。
4　互換性の基準と公共的な理性との関係
4.1　互換性の基準の意義
4.1.1　ロールズによる互換性の基準の定義
　ここで，ロールズによる，互換性の基準
（the criterion of reciprocity）に関する定義を
述べる。互換性の基準は，「私達の政治権力の
行使は，次の場合にのみ適切である。それは，
私達が政治的な活動に対して提示する諸理由
が，それらの活動の正当化として他の市民に
よって道理的に受容れられるであろうというこ
とを真摯に考えている場合にのみ〔適切〕であ
る」（Rawls, 1996, p. xliv）とするものである。
　そして，ロールズは，正当性に関するリベラ
ルな原理は，互換性のかかる理解から導かれる
ことを強調する。従って，ロールズにおいて
は，「立憲的な構造それ自体のレヴェルにおい
て，又，立憲的な構造に調和して立法化される
特定の法及び法律のレヴェルにおいて，互換性
を充足するもののみが，リベラルな意味におい
て，市民全体に強制力を正当に行使することが
可能なのである」（Rhonheimer, 2005, p. 37）。
4.1.2　ロールズにおける互換性の基準の程度
　ここにおいて，ローンハイマーは，以下の問
いが生じるとする。即ち，「私達が，私達の政
治的な活動に対して提供する諸理由が，それら
の活動の正当化として他の市民によって道理的
に受容れられるであろうということを真摯に考
えている」とは，互換性の基準との調和という
観点からすれば，「それらの諸理由に同意する
という意味において私達の諸理由を他者が受容
れることができるということを私達は期待しな
ければならない」ということを意味するのであ
ろうか，と（Rhonheimer, 2005, p. 37）。
　第1に，これは，不可能である。蓋し，「ロー
ルズの論理において，このような期待は，全
く反道理的（unreasonable）であり，そして，
事実に矛盾しているどころか，穏当な多元主
義（reasonable pluralism），そして，判断の重
荷（burdens of judgment）という存在に，矛
盾している」からである（Rhonheimer, 2005, p. 
38）。ローンハイマーは，「互換性は，そこま
で要求できないし，要求してはいけないのであ
る」と指摘する。
　第2に，このような互換性は，全く機能しな
い。蓋し，その時，「ある不一致は，その論争
的な問題の領域においてある法的な行使を控
える原因である」からである。そして，ロー
ンハイマーは，「このような法的行使に関する
最小限度の実践は，寧ろ，無政府主義或いは少
なくとも極端な形態の自由尊重主義にその類似
性を見出すことができるだけで，リベラリズム
には全く関係がない」とも指摘するのである
（Rhonheimer, 2005, p. 38）。
4.1.3　互換性の基準の正体
　従って，ローンハイマーの指摘する如く，互
換性の基準は，私達が他者への政治権力及び強
制力の行使を正当化する諸理由は，公共的な
理性にとって適切である諸理由でなければなら
ないのであり，それ故，このような諸理由と同
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様に，たとえ他者がそれらの理由に同意してい
なくとも，道理的な市民にとって受容れ可能で
なければならない，ということを意味すること
ができるに過ぎないのである（誰かがこの種の
理由を受容れない場合には，その時，このこと
は，諸理由が反道理的であるのではなく，諸理
由を受容れないこの人格が反道理的である，と
いうことを意味する）。
　この点は，非常に重要であり，ロールズは，
以下のように述べる。「市民が根本的な政治的
諸問題を巡り，政府の強制権力を発動する諸々
の法及び政策を擁護するにあたり，互いに政治
的な正当化を行う。その際には，市民は自己の
政治的な主張の根拠となる理由を持ち出すこと
となる。公共的な理性の理念とは，このよう
にして，持ち出される種類の理由についての，
一つの見方」なのである，と（Rawls, 1999, p. 
165 ／翻訳，ロールズ，2006, p. 240）。
4.2　互換性の基準と公共的な理性との関係
4.2.1　空虚な互換性の基準から政治的な内実
を有する互換性の基準へ
　以上の点は，互換性の基準について，その論
理に関し，重要なことを意味する。公共的な理
性（理由）を互換性の基準に単に還元したくな
い場合，互換性の基準は，公共的な理性のま
さに内実を定義するものになり得ない。寧ろ，
ローンハイマーは「逆である」とする。即ち，
「互換性が意味するものは，公共的な理性の論
理及び内実から引き出されなければならない」
のである（Rhonheimer, 2005, p. 38）。ロール
ズの言を再度持ち出すならば，公共的な理性
は，市民が「政府の強制権力を発動する諸々の
法及び政策を擁護するにあたり，互いに政治的
な正当化を行う。その際には，市民は自己の政
治的な主張の根拠となる理由を持ち出すことと
なる。公共的な理性の理念とは，このようにし
て，持ち出される理由の種類についての，一
つの見方」（Rawls, 1999, p. 165 ／翻訳，ロー
ルズ，2006, p. 240）であった。かかる見方か
ら，互換性が意味するものは，引き出されなけ
ればならないのである。そして，ローンハイ
マーは，単に互換性の基準だけに，かかる見解
及びこの種の諸理由を見出すのは，「馬鹿げて
おり」（ridiculous），そして，公共的な理性に，
政治的に「空虚な定式」（empty formula）を与
えることになる，とするのである（Rhonheimer, 
2005, p. 39）。
4.2.2　互換性の基準と公共的な理性との関係
　従って，ローンハイマーが指摘する如く，
「互換性は政治的な内実において何を意味す
るのか」，或いは，「互換性が如何に機能し
ているか」は，「公共的な理性が根本的に対
象とするところもの」（what public reason is 
fundamentally about）から無関係に，そして，
先立って，理解されることは不可能である。公
共的な理性の概念は，或いは，公共的な諸理
由の概念は，一般的に，「根本的な機能を有し
て」おり，そして，「互換性の基準に，その特
殊政治的な意味付けを付与している」のである
（Rhonheimer, 2005, p. 39）。
　それ故，公共的な理性の理念，及び，「公
共的な諸理由が適切に意義付けるところのも
の」（what public reasons properly are）の理念
は，互換性の基準から，「独立して」，そして，
「先立って」，定義されなければならない。さ
もなければ，公共的な理性の内実は，公共的
な領域又政治的な領域にとって適切である諸
理由についての見方によって，「一層の適格性
（qualification）を得ることのない，互換性とい
う曖昧なそして一般的な理念」へと，単に還
元されるにすぎないこととなる（Rhonheimer, 
2005, p. 39）。
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　公共的な理性を形式的な互換性という単な
る不適格な理念へこのように還元することは，
ローンハイマーが指摘する如く，「政治的に反
道理的（unreasonable）である」。それは，公
共的な理性を，「黄金律（the golden rule）の
ような何ものか（或いは，黄金律に過ぎにない
何ものか）」へと，還元するということを意味
しているのである。このような黄金律的な形態
の公共的な理性は，ローンハイマーも指摘する
ように，「機能することはない」であろう。蓋し，
「偶然にも幾人かの市民の選好と比べた場合，
何も行使することを許容しない」であろうから
である（Rhonheimer, 2005, p. 39）。
4.3　互換性の基準と公共的な理性の実質化
4.3.1　互換性の政治化と公共的な理性の内実
　それ故，ローンハイマーは，「互換性は，政
治的に適格化されなければならない」とする。
　確かに，互換性それ自体の理念は，公共的な
理性の概念と無関係に理解することは可能であ
る。しかし，かかる理解は，ローンハイマーが
指摘する如く，「互換性に関する政治的な概念
では全くなく，互換性という理念は，あまり
にも非常に幅がありそして不十分に規定され
ることになってしまう」。同じことが，正当性
に関するリベラルな原理，及び，道理性の概
念についても当てはまることは明らかである
（Rhonheimer, 2005, p. 39）。ロールズが指摘す
るように，それは，互換性の概念に由来し，そ
して，こういうわけで，その原理は，互換性そ
れ自体の観点ではなく公共的な理性という理念
の観点において，第一義的に定義されなければ
ならない。
　従って，ローンハイマーは，「互換性の基準
を諸理由が充足するものを認識するために，即
ち，政治的な意味において十分に道理的である
ものを認識するために，公共的な理性及びそ
の基本的な内実であるものを前以って，規定
しておかなければならないのである」とする
（Rhonheimer, 2005, p. 39）。
4.3.2　ロールズの公共的な理性に対する批判
　しかし，ロールズは，公共的な理性を前以っ
て規定するのではなく，その全く反対を行う。
即ち，ロールズは，公共的な理性の内実は互
換性の基準によって単に定義されることを肯
定し，（Rawls, 1999, p. 136, 141, 175 ／翻訳，
ロールズ，2006, p. 199, 205, 251），又，政治
的リベラリズムは，「互換性の基準によって表
現される，それ自体本来備わっている（道徳
的）政治的な理想を有している，フリースタン
ディングな政治的構想である」（Rawls, 1996, p. 
xlvii）ことを肯定する。
　それ故，ローンハイマーは，事実上，「互換
性の基準は，ロールズの理論におけるジョー
カーであり，急場しのぎの不自然な解決（a 
Deus ex machina，機械仕掛けの神）にすぎな
い」と，ロールズを批判する。即ち，互換性の
基準は，「公共的な理性に関して前以って規定
された概念とは無関係に，政治的には不適格な
そして管理不可能な仕方で，用いられている」
のである（Rhonheimer, 2005, p. 39）。
　ローンハイマーは，結局，公共的な理性の
概念は，ロールズの理論においては，「適切に
その根本的な役割を遂行し得ず，それ自体特
殊政治的な内実を有しない互換性という単な
る概念に依拠するようになる」と位置付ける
（Rhonheimer, 2005, p. 40）60）。
　その結果，ローンハイマーは，互換性の基
準によって，以下の事態が齎されるとして，
ロールズの互換性の基準の捉え方を批判する
（Rhonheimer, 2005, p. 40）。
　第1に，互換性の基準は，「公共的な理性の
概念において，即ち，特殊政治的な概念枠組に
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おいて，具体化されることなく，自由且つ平等
な市民として看做される個々人の選好のための
梃子として独断的に機能する」。
　第2に，互換性の基準は，「社会を，個々
人の人格的な選好を追求する個々人の総計
（aggregate）へと還元する」。
　第3に，互換性の基準は，「公共的な理性を，
しばしば社会の政治的な共同善を犠牲にして，
このような諸選好を促進する一手段へと還元す
る」61）。
4.3.3　ローンハイマーの社会的本性に基礎付
けられた公共的な理性
　ローンハイマーは，公共的な理性をして，人
間社会の本性に由来し，又，本性的に社会的存
在としての諸人格の本性に由来する，確たる基
本的なそして政治的に妥当な諸課題についての
言及を，必然的に含意している，としている。
それ故に，ローンハイマーにおいては，互換性
という意味付けは，①「自由且つ平等なるもの
としての個々の人格」に関する関心についての
諸考察だけではなく，②「局所的な共同体（分
業に関する基本的なそして擬制―本性的な諸構
造）」62）は勿論，③「男性と女性の本性的な生
殖的結合」，④「家族」，⑤「家族の教育的課
題」といった関心の諸考察を含意しなければな
らない。ローンハイマーが指摘する如く，これ
らは皆，公共的な理性の意味付け及び内実を形
作るに当たって，「基本的に妥当」であり，そ
れ故，「本質的に政治的な道理性に属している」
のである（Rhonheimer, 2005, p. 40）。
4.3.4　ロールズの公共的な理性の位置付け
　ロールズは，公共的な理性に関するこのよう
な構想を，明確に除外する。ロールズにとっ
て，公共的な理性は，自由且つ平等なるものと
しての個々の市民に役立ち，そして，このよう
な仕方で，ロールズの原初状態もデザインされ
ている。ロールズ理論における，政治的な道理
性は，「宗教的にだけでなく深く根ざされた急
進的な道徳的多元主義という状況下で」，即ち，
「人間存在にとって及び社会にとって善である
ものについての全般的な不一致という状況の下
で」，自由且つ平等な人間存在の間の協働を保
証するという，その機能に限定されるように推
察される，のである（Rhonheimer, 2005, p. 40―
41）63）。
4.4　原初状態論との関係
4.4.1　原初状態における無知のヴェールの反
道理性
　従って，繰り返しになるが，ローンハイマー
は，ロールズの原初状態の問題は無知のヴェー
ルではないことを指摘する。ロールズの原初状
態の問題は，寧ろ，「参加者が，個々の市民と
しての人々の関心及び選好の他には，個々の自
由且つ平等な市民だけを代表している点」にあ
る。これは，ローンハイマーが端的に指摘する
如く，「反道理的」である（Rhonheimer, 2005, 
p. 41）。
　例えば，原初状態における参加者が自分自身
の性的方向付けをたとえ知らなかったとして
も，当該参加者が正義に関する諸原理の枠組に
おいて異性愛の結合に優位性を与えることは，
反道理的ではない。
　蓋し，ローンハイマーによれば，同性愛の市
民が，以下の点を肯定することは，一般的に道
理的であるからである（Rhonheimer, 2005, p. 
41）。第1に，「男性と女性との婚姻の結合は，
社会の生殖的な（再生産の，reproductive）根
本である」。第2に，「男性そして女性自身は，
このような結合に自らの実存を負っている」。
それ故，第3に，「婚姻の結合は，同性愛の共
同（partnership）とは異なり，同性の結合が
完全に欠損している政治的な妥当性を有してい
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る」，という点を肯定することは，一般的に道
理的である。
　ローンハイマーは，「これらの点を承認する
ことに失敗することは，社会的な機能を承認す
ることに失敗することであり，それ故に，性
に関する政治的な妥当性を承認することに失
敗することである」と強調する（Rhonheimer, 
2005, p. 41）。
4.4.2　原初状態論の限定
　それ故，この文脈における，互換性の逸脱を
主張することは，ロールズの原初状態において
獲得される基本的な社会的事実及び社会的に
妥当な生物学的事実を否定することを意味す
る。人間存在は現実世界についての多くの他の
基本的な真理を以って生活しているが故に，そ
の真理は無知のヴェールによって道理的に隠蔽
されることはできない（なお，Rawls, 1971, p. 
137，参照）。この点に関し，ローンハイマー
は，とりわけ，原初状態における参加者は，「反
道理的になるほどまでに無知にするべきではな
い」とし，無知のヴェールは，「人格的な不公
平性を除去することを扱うだけにすべきであ
る」とする（Rhonheimer, 2005, p. 40）。
　確かに，誰も，市民として（例えば大学の構
成員として），単に性の志向のためだけに，異
なって扱われるべきではない。しかし，このこ
とは，ローンハイマーが指摘するように，「政
治的そして法的観点から，異性愛の生活結合と
同性愛の生活結合は同等に取り扱われるべきで
ある」ということを意味してはいないのである。
更に，正義に関する公共的に是認（支持）さ
れた政治的構想は，男性と女性の生殖的な婚姻
の結合及びその結合に由来する家族を促進・保
護するに当たって，「明らかに特権を有した関
心を示すべきではない」ということを意味して
はいないのである（Rhonheimer, 2005, p. 41，
なお，Rawls, 2001, p. 87 ／翻訳，ロールズ，
2004, p. 155，参照）64）。
4.5　前政治的な価値，公共的な理性，原初状
態，互換性の関係
　上で述べてきたローンハイマーの見解を簡略
に以下において纏める。
4.5.1　前政治的な価値の重要性
　ローンハイマーは，自由且つ平等なるもの
としての市民という政治的そして法的構想は，
「正義に関する道理的に政治的な構想を推し進
めその結果必然的に形作る実質的な前政治的な
価値によって，方向付けられそして配置されな
ければならない」とする。実質的な前政治的価
値は，正義に関する道理的に政治的な構想を推
し進め，その結果，正義に関する道理的に政治
的な構想を必然的に形成するに至る。
　ローンハイマーが指摘するように，確かに，
これらの政治的に妥当な前政治的な諸価値は，
賦与された諸状況の下で，「論争的」ではある。
しかし，「公共的な理性の領域から原理上排除
されることは不可能なのである」。蓋し，ロー
ンハイマーによれば，「公共的な理性という理
念の真正な政治的意味付けを認め，そして，公
共的な理性という理念を，政治的には適格では
ない互換性の理念に片務的に専ら依存させるこ
とができないとするならば，前政治的な諸価値
を公共的な理性の領域から排除することは，ま
さに公共的な理性の理念に矛盾する」からであ
る（Rhonheimer, 2005, p. 42）。
4.5.2　原初状態に対する批判　―胎芽・胎
児を例にして―
　同様のことが，まだ生まれぬ生命に関する問
題にも当てはまる。原初状態における全ての
参加者は，「自分達は，かつては，まだ生まれ
ていない人間存在であった」ということを認識
している。その時には，彼等は，社会の基本構
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造についての決定に参加することはできなかっ
た。それ故に，ローンハイマーは，原初状態に
おいて，まだ生まれぬ人の関心をも代表しな
い，ということは，子供達の関心を代表しない
ということが不正義であるのと同様に，始めか
ら，「根本的に，不正義であり，不公正であり，
反道理的で」ある，と批判する（Rhonheimer, 
2005, p. 42）。
　ローンハイマーが指摘するように，そもそ
も，胎芽（embryos）及び胎児（fetuses）の
地位は，種としてのホモサピエンス一般という
生きている人間存在の地位と同様に，原初状態
の中に参加する前に明らかにされなければなら
ないのであり，そのように想定されなければな
らない。蓋し，「胎芽及び胎児の地位は，正義
の原理を定立するまさに過程における審議の問
題ではあり得ず，正義の原理定立後の問題でも
あり得ない」からである。胎芽及び胎児の地位
を無視することは，端的に述べるならば，「不
公正の何もの」でもないのである（Rhonheimer, 
2005, p. 42）。
4.5.3　互換性の基準に対する批判　―宗教
的信条を例にして―
　確かに，後になって，ロールズは，宗教的な
信条であっても，公共的な諸理由の根拠に基づ
いて促進される限り，かかる宗教的な信条は公
共的な領域において促進されるであろうことを
容認する。しかし，にもかかわらず，公共的な
理性というロールズの構想においては，「宗教
的な信条が，自由且つ平等なるものとして看做
される個々の市民を専ら参照する互換性の基準
を充足しない限り，宗教的な信条を容認しない
ということになる傾向性が存在する」とロー
ンハイマーは指摘する（Rhonheimer, 2005, p. 
42）。
　ローンハイマーは，この点を捉え，「かかる
態度は，妥当でなく，決して真にリベラルでは
ない」と批判する。即ち，ローンハイマーは，
包括的な教説及びその構成要素が，特殊公共的
な諸理由が存在するところ以外は，法的に実施
されることはない，ということをたとえ容認し
たとしても，「包括的な教説の位置付けは，公
共的な諸理由から除外されるべきではない」と
主張するのである。蓋し，包括的な教説及び
その構成要素は，「政治が取り扱うとされるも
のの本質」を含み，それだけでなく，「政治的
な正義が言及する人間社会の現実在に関する本
質」も含むからである（Rhonheimer, 2005, pp. 
42―3）。
4.5.4　互換性の基準の政治的実質化
　それ故，互換性の基準は，「社会，男性と女
性の結合，家族についての，どの基本的な教説
が，公共的な理性の内実であることが正当であ
るのか」，を選択する役目を果たすことが，ど
うしてもできないのである。というよりも寧
ろ，「長きに渡る協働の企てとしての社会につ
いてのこれらの基本的な経験的諸真理は，互換
性のまさに基準を制限する」のであると，ロー
ンハイマーは指摘する。即ち，ローンハイマー
によれば，「これらの基本的な経験的諸真理は，
互換性の基準に，適切な政治的意味付けを与え，
そして，強制的に課された法的な規範及び公共
的な政策に関する正当性及び正義の政治的な基
準として，政治的な領域において適切に，互換
性の基準を適用することを許容する」のである
（Rhonheimer, 2005, p. 43）。
5　政治的諸構想と包括的な教説との関係　
―家族の場合―
　更に，ローンハイマーは，以上の，ロールズ
理論における「公共的な理性と互換性の基準と
の関係の捉え方」が，ロールズ理論における
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「政治的構想と包括的な教説との関係の捉え方」
を妥当ではないものにしている，と批判を押し
進める。
5.1　ロールズ理論における包括的な教説の意
義
　ロールズは，「友愛の理想そして家族的・ア
ソシエーション的な関係だけでなく，人間生活
において価値あるものに関する構想そして人格
的な特徴に関する理想を含んだ」場合に，ある
構想は，政治的ではなく，包括的である，とす
る。そして，ロールズは，ある構想が，諸価値
及び諸徳と「一層関連付けられた体系の内部に
おいて，あらゆる承認された諸価値及び諸徳を
構成する場合に，十分に包括的である」という
ことを付け加える。そして，それは，「多くの
（しかし決して全てではないが）非政治的諸価
値及び諸徳を構成し，そして，むしろ緩やかに
関連付けられる場合には，部分的に包括的」に
過ぎない，とする（Rawls, 1996, p. 13）。
　ローンハイマーは，かかるロールズの包括的
な教説の位置付けは意義深いものである，と位
置付ける。蓋し，第1に，ロールズは，「政治
的な構想は，非政治的な価値に言及してはなら
ない」と指摘するからである。第2に，ロール
ズは，「家族と他のアソシエーション的な諸関
係を同一視し，家族は，政治的な構想の部分で
あり得ない理想である」と主張するからである
（Rhonheimer, 2005, p. 43）。
5.2　ロールズ理論における包括的な教説に対
する批判　―政治的なるものの本質
―
　ローンハイマーと同様，上記2つのロールズ
の主張は，斥けられるべきである。蓋し，ロー
ンハイマーによれば，第1に，政治的な諸価値
は，非政治的な領域或いは前政治的な領域そ
してそれに対応した諸価値に必然的に言及せ
ざるを得ないからである。そして，第2に，社
会の生殖作用（再生産）は，明らかに，最も
卓越した政治的価値の一つであるからである
（Rhoneheimer, 2005, p. 44）。
　ローンハイマーによれば，政治的なるもの
は，何ものかから結果として生じざるをえな
い。ローンハイマーは，第1に，「政治的な正
義は，特殊政治的であるけれども，政治的な正
義が言及するものを創造するのではなく，前政
治的なものに言及するという仕方で政治的なの
である」と指摘する。即ち，政治についてのリ
ベラルな構想は，プライバシー，財産権，個人
の自由等といった，「真正に非政治的な価値或
いは前政治的な価値」に言及されなければなら
ないのである。
　そして，ローンハイマーは，第2に，「政治
は，人間社会の現実在そのものに言及しなけ
ればならない」と指摘する。即ち，そもそも，
人間社会の現実在は，「個々の人格から構成
されるだけでなく，本性的に社会的な諸連合
（unions）から構成され」，かかる人間社会の現
実在そのものに言及しなければならないのであ
る（Rhonheimer, 2005, p. 44）65）。
5.3　ロールズ理論における社会契約論の扱い
方に対する批判
　ローンハイマーは，確かに，ロールズは，正
義及び政治的リベラリズムの理論が，社会の本
性についての幾つかの基本的な想定に根拠付け
られなければならない，ということを十分に気
付いているように推察される，としながらも，
しかし，以下の批判が生じざるを得ない，とす
る。
　第1に，ロールズは，「何故に，社会を単な
る個々の市民の協働の体系として定義している
のか」，その理由を論じることはない。そして，
第2に，ロールズは，「人格的な選好を有する
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自由且つ平等な個々人を除き，社会的・政治的
に妥当な他の現実在が存在しない社会を想定す
るが，かかる世界において公共的に是認（支持）
されるために，市民は，如何に，正義の政治的
な構想について熟慮（審議）することができる
のか」を説明することはない（ローンハイマー
は，「おそらく説明不可能であろう」とする）
（Rhonheimer, 2005, p. 44）。
　勿論，以上の2点の批判は，社会契約論につ
いて先に述べた問題を明らかにする。しかし，
（ロックの如く，社会契約論が，あまりに真面
目に取り上げられ，又，あまりに厳格な仕方で
展開されない限り，）社会契約論は，あまり害
を有せずそして注目に値するほど優れたもので
ある。即ち，第1に，「政治社会は市民に奉仕
しなければならないのであり，その逆ではな
い」ということを明らかにし，第2に，「共同
善において，共同体を超えた個々の人格の優越
性が存在する」ということを明らかにする。
　しかしながら，ローンハイマーは，ロール
ズの場合，社会契約論は，「それほど害がな
いものではない」（詰りは，害がある）と指
摘する。ここで，社会契約主義は，「無から
（ex nihilo）政治的な正義に関する構想を適切
に構築する（即ち，社会的に何ものでもない
ものから，自由且つ平等な市民という概念に
専ら基づいて構築することを基礎付けること
を意味する）ための一道具」であると判明す
る（Rhonheimer, 2005, p. 44，なお，福間，
2006, pp. 50―1，参照）。ローンハイマーが指摘
するように，急進的な「カント的構成主義」
（Kantian constructivism）とロールズが名付け
るこのような試みにおいて，社会契約論の諸
欠点は，「深刻な諸問題」を惹起し，（既に付
与された諸理由のための）契約理論を，「反直
観的なそして自壊的なもの」にするのである
（Rhonheimer, 2005, p. 44）。
5.4　ロールズ理論における家族の位置付けに
対する批判
5.4.1　ロールズ理論における家族の位置付け
　そこでは，ロールズは，第1に，家族は「あ
る世代から次の世代へ，社会及びその文化に関
する秩序だった生産及び再生産（生殖）の基礎
である」ということ，第2に，「生殖的な労働
（labor）は，社会的に必要な労働である」とい
うこと，第3に，「家族は，恒久的な社会を維
持するに，適切な構成員におけるこのような市
民を養育すること及び発展することを保証し
なければならない」ということ，を事実上承認
する（Rawls, 1999, p. 157 ／翻訳，ロールズ，
2006, pp. 226―8）。
　しかしながら，ロールズは，「家族がこれら
の役割を効果的に果たすべく整えられ，それ以
外の政治的な諸価値と衝突しないものである限
り，正義の政治的構想によって，家族が一定の
形態をとるよう要求されるといったことはない
（詰り，一夫一婦制に基づく家族でなければな
らないとか，異性愛に基づく家族でなければな
らないとか，ないしは，その他の形態の家族で
なければならないといったことなどないのであ
る）」という「奇妙な註」（Rhonheimer, 2005, p. 
45）を付け加える（Rawls, 1999, p. 157, f. n.（60）
／翻訳，ロールズ，2006, p. 323，註（60））。
そして，ロールズは，「男性の同性愛者及び女
性の同性愛者の権利義務」はこの原理に基づい
て扱われるであろう，とする。即ち，同性愛者
の権利義務が，「秩序立った家族生活そして子
供の教育と調和する限り，同性愛者の権利義務
は，他の事情が等しければ（ceteris paribus），
十分に許容されるであろう」と指摘するのであ
る（Rawls, 1999, p. 157, f. n.（60）／翻訳，ロー
ルズ，2006, p. 323，註（60））。
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5.4.2　ロールズ理論における家族の位置付け
に対する批判
　ローンハイマーが指摘するように，ロールズ
の主張の不合理性は，「人間生活の起源に関す
る基本的な諸事実」に鑑みれば，非常に明白
である。蓋し，「同性の結合における性的な交
わりは『生殖的な労働』に関わることは不可能
である」からである。勿論，ロールズは，人間
である以上，人間生活の起源についての基本的
な諸事実を当然に認識している。然らば，ロー
ンハイマーが指摘する如く，ロールズは先の
註においては，「秩序だった家族生活及び子供
の教育」について単に語っているに過ぎない
のであり，「異性愛の結合という最も典型的な
そして本性的な特徴であるもの」，即ち，「生
殖的な労働」を明確に除外しているのである
（Rhonheimer, 2005, p. 45）66）。
　そこで，ローンハイマーは，ロールズは，
「意図的に明らかであるものを無視している」
とする。即ち，ローンハイマーは，概していえ
ば，ロールズは，「異性の性的生殖行為なくし
て，『家族生活』そして『子供の教育』といっ
たようなものは存在しない」ということを，意
図的に無視している，と批判するのである。蓋
し，「異性の性的生殖行為なくして，子供は存
在しないのであり，子供が存在しないならば，
長きに渡る市民の互いの協働も存在しない」か
らである（Rhonheimer, 2005, p. 45）67）。
　このように，ローンハイマーは，「生殖は政
治的な価値である，それ故に，正義に関する
政治的な構想の必要な部分である」との主張
を，適切に，又，説得的に展開する。かかる前
提を否定することは，「長きに渡る市民の協働
としての社会の実存は政治的に妥当でありそし
て政治的な価値である」ということを否定する
ことを意味する。しかしながら，以上の点は，
第1に，「ロールズの政治理論のまさに基底に
矛盾し」，第2に，「ロールズの理論が長きに渡
る協働の公正な体系としての社会という理念に
賦与した根本的な役割に矛盾する」のである
（Rhonheimer, 2005, p. 46）。
5.5　前政治的な現実在
　それ故に，「ロールズは，単一の市民と市民
の権利義務との間の互換性に基づく公共的な理
性という概念を根拠付けるという目的を達成す
るために，社会の基本的な本性的諸事実を巧妙
に無視しなければならない」と，ローンハイ
マーは的確に批判する。即ち，確かに，ロール
ズは，家族を，社会の基本構造に属するものと
して，無視はしていない。が，しかし，ロール
ズは，家族を，「前政治的な現実在」としては，
無視しているのである（Rhonheimer, 2005, p. 
46）。
　ここで，ローンハイマーに従い，前政治的な
現実在は，以下の特色を有していることを確認
する。
　第1に，前政治的な現実在は，「社会の基本
的な政治的構造を定立する過程において創造さ
れることはない」。
　次に，第2に，前政治的な現実在は，「正義
に関する公共的に是認（支持）された政治的な
構想によって規定される何ものかとして，社会
の基本的な政治的構造を定立するプロセスに参
加する」。
　それだけでなく，第3に，前政治的な現実在
は，「かかる政治的な構想（それ故，公共的な
理性の内実）を，従って，互換性の基準を特殊
政治的に適用すること」を 68）「まずは規定し
即ち形作るものとして，社会の基本的な政治的
構造を定立するプロセスに参加する」のである
（Rhonheimer, 2005, p. 46）。
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第4章　自然法とリベラリズム
1　自然法，公共的な理性，政治的なるものの
領域，共同善の概念
　これまでロールズの政治的リベラリズムを自
然法論の観点から検討してきたが，以下におい
ては，①自然法，②公共的な理性，③政治的な
るものの領域，④共同善の概念，を分析するこ
とを通じて，自然法とリベラリズムの関係を明
らかにする。
1.1　自然法と公共的な理性の関係〔Ⅰ〕　―
第1の局面―
1.1.1　問題の所在
　自然法は，公共的な理性ではなく，自然法そ
れ自体は，根本的な仕方で自然法の内容を形作
る（Rhonheimer, 2003）。一方，公共的な理性
は，自然法の理性ではないが，自然法を含意す
る。従って，ローンハイマーの指摘する如く，
「自然法は，公共的な理性に先行する」のであ
る。但し，公共的な理性は，制限された仕方或
いは限定された仕方で，自然法を含意する。即
ち，公共的な理性は，「公共的な理性が政治的
に妥当である限り」，自然法を含意するのであ
る（Rhonheimer, 2005, p. 46）。
　では，「政治的な妥当性に関する基準とは正
確には何であるのか」が，問題となる。
1.1.2　自然法と政治的なるものとの関係
　ローンハイマーは，「自然法は，自然法が政
治社会の共同善に関係する限り，政治的に妥当
である」とする（なお，山田，2006b, p. 110，
山田，2004，参照）。
　殺人を例にとる。自然法は，人間存在に，殺
人を行わないよう命ずる。蓋し，殺人は，本質
的に不正義であり，人間の善に反するからであ
る。
　しかし，このことだけを以って，刑法という
実定法（人定法，positive law）によって殺人
が道理的に抑止されている理由とすることはで
きない。即ち，実定法は，単に，ある諸行為が
道徳に反し，或いは，自然法に反するからと
いって，当該諸行為を抑制することはないので
ある。
　殺人（特に，故意殺）が犯罪であると言明さ
れ，そして，公的権威によって罰せられる理由
は，とりわけ政治的なものである。そもそも
政治的なるものとは，「市民を平和・安全に共
に生活させ，よって，社会が崩壊することを防
ぐために，必要なもの」である（Rhonheimer, 
2005, p. 47）。それ故，殺人が実定法によって
禁止されなければならない理由は，「正義及び
平和についての共同善に対するその妥当性であ
る」（S. T. Ⅰ―Ⅱ，q. 96, a. 3 ／翻訳，アクィナ
ス，1977, p. 113）。
1.1.3　聖トマス・アクィナスによる自然法と
実定法との関係
　そこで，聖トマス・アクィナスは，以下のよ
うに述べる。
　刑法は悪徳を制限している。悪徳を「禁止す
ることなしには人間社会が保持せられないよう
な，他人に害悪を及ぼす如き悪徳を禁止するの
である。例えば，殺人，窃盗，及び，この種の
事柄が人定法（実定法）によって禁止される」
（S. T. Ⅰ―Ⅱ，q. 96, a. 2. ／翻訳，アクィナス，
1977, p. 110）と。
　それ故，聖トマス・アクィナスは，自然法の
行使の残滓は神の判断に残されているとして，
以下のように述べる。
　「人定法（実定法）は，神の判断に従えば罪
（例えば，偶像崇拝）である多くの物事を，処
罰しないままである。蓋し，人定法（実定法）
は，完全な徳を人間に強要することはない。完
全な徳は，僅かな人々に属しており，そして，
― 274 ―
名古屋学院大学論集
人定法（実定法）が方向付けしなければなら
ないような非常に多くの人々において，完全
な徳が見出されることは不可能である」（S. T. 
Ⅱ―Ⅱ，q. 69, a. 2 ad 1. ／翻訳，アクィナス，
1985, p. 266）と。
　しかし，一般的な人間の不完全性は，理性だ
けではない。聖トマス・アクィナスは，実定法
（人定法）は，原理上，正義に関する問題に制
限されており，そのことを以って，聖トマス・
アクィナスは，事実上，公共的な理性という概
念 69）を以下の如く指摘する。
　「人定法（実定法）がそれへと秩序付けられ
ている共同体と，神法が秩序付けられているそ
れとでは，共同体の在り方が違っている。蓋
し，人定法（実定法）は，人々の相互の結び付
きにおいて成立しているところの市民共同体へ
と秩序付けられている。しかるに，人々が相互
に対して秩序付けられているのは外的行為によ
るのであり，そうした行為でもって人々は相互
に交わってゆくのである。しかるに，この種の
交わりは正義の側面に属するものであって，正
義は本来的にいって人間的な共同体を導く機能
を有する。それ故，人定法（実定法）が制定す
るのは正義の行為に関わる諸規定のみであり，
もし他の諸徳の行為を命ずることがあるとした
ら，それは，それらの行為が正義の側面を帯び
るものたる限りにおいてのみであって，これは
アリストテレスが『ニコマコス倫理学』第五巻
で述べているところから明らかである」と（S. 
T. Ⅰ―Ⅱ，q. 100, a. 2. ／翻訳，アクィナス，
1977, p. 189）。
1.1.4　自然法と公共的な理性との関係
　以上の聖トマス・アクィナスの見解により，
ローンハイマーは，自然法と公共的な理性との
関係の第1の局面として以下の3点を指摘する
（Rhonheimer, 2005, p. 48）。
　第1に，自然法は，姦通，男色，偽りを禁止
する。確かに，これらは，本性的な実践理性が
指摘する如く，本来的に道徳に反する行為であ
る。しかし，ローンハイマーが指摘する如く，
このことは，①「本来的に道徳に反する行為を
禁ずる自然法の諸理由は，公共的な諸理由であ
る」ということを意味しない。又，②「それと
類似の道徳的諸規範は合法的に施行されるべき
であり，或いは，類似の悪徳は刑法によって抑
止されるべきである」ということを意味しない
のである。
　第2に，そこで，公共的な正当化に相応しく
あるためには，自然法の諸理由は，公共的な諸
理由へ転換されなければならない。自然法の諸
理由は，「政治社会の共同善に関係することに
より正当化されることができる限りにおいての
み，公共的な諸理由へ転換することができる」
のである 70）。従って，ローンハイマーは，「公
共的な諸理由の全体の組合せは，自然法の諸理
由全体の組合せの一部を含んでいる」のであ
り，換言するならば，（すべてではないが）自
然法の諸理由の内の幾つかは，「政治的な共同
善に関係するが故に，公共的な諸理由としても
妥当である」とする。
　第3に，このことは，公共的な理性は，少な
くとも，自然法の諸理由に部分的ながら基づい
ているということが導かれる。ローンハイマー
は，「自然法の諸理由が公共的な諸理由に対す
る関係は，良心が賢慮に対する関係と同じであ
る」と指摘する。即ち，確かに，自然法的な理
性は，「道徳的な真理の名において」，そして，
「人格についての真理において」，命じ，警告
し，忠告し，禁止する「客観的実在の声」であ
る。しかし，このことは，ローンハイマーの指
摘する如く，「自然法全体が公共的な理性に属
するということを意味せず」，或いは，「妥当な
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自然法の理性であるものが公共的な理性として
も妥当するということを意味しない」のである。
たとえ，人間存在が，云々の規範が自然法に関
連するということを認めても，賢慮ある諸理由
について認めないことができるだけでなく，原
理上，当該規範が政治的に実行されるべきかど
うかについても認めないことができるのであ
る。それ故，ローンハイマーは，「自然法論は，
自然法的な理性であると同時に公共的な理性と
いう特殊政治的な理論の部分ではない限り，公
共的な理性に関する十分な理論ではない」とす
る。
1.2　自然法と公共的な理性との関係〔Ⅱ〕　
―第2の局面―
1.2.1　自然法と公共的な理性とを架橋する近
代立憲民主政のエートス
　確かに，以上の自然法と公共的な理性との関
係は，「トマス主義の観点において正当化され
ることができるだけでなく，自然法の伝統の中
核に属するものである」（Rhonnheimer, 2005, 
p. 48）。
　しかしながら，自然法と公共的な理性との
関係に関する第2の局面が言及されるべきであ
る。ローンハイマーによれば，第2の局面は，
近代立憲民主政のエートスに特に関連を有する
ものである。
1.2.2　公共的な理性を正しい理性と同一視す
る見解
　自然法の本質的な特徴は，以下の点にある。
妥当性に関する自然法の主張は，①「正しい理
性であること」及び②「どの人の理解に対して
も開かれていること」，両者について，自然法
の主張と一致する点にある。事実，自然法は，
道徳的真理の名において，そして，正しい理性
の名において，その主張をなす。その結果，か
かる論理により，「自然法の理性を受容れない
人格は，道徳的に腐敗したもの或いは少なくと
も反道理的であるものとして考えられる」とさ
れる（Rhonheimer, 2005, p. 49）。
　そこで，公共的な諸理由が自然法の諸理由で
ある故に（即ち，公共的な諸理由が正しい理性
であるが故に），「自然法の諸理由は公共的な諸
理由である」ことを正当に主張する見解が考え
られる。かかる見解からすれば，一旦公共的な
理性が真理でありそして正しい理性であること
が示されれば，その場合にのみではあるが，直
裁的に，公共的な理性は一般的に真理であり
そして正しい理性であることを導くことがで
きる，とする（なお，George，2000, p. 2，参
照）。
1.2.3　公共的な理性を正しい理性と同一視す
る見解に対する批判
　ローンハイマーが指摘する如く，この論理
は，まさに，立憲民主政が克服することを目
指した論理である。それは，「政治的論題から
正しい理性の問題或いは真理の問題を排除す
る」という意味においてではない。それは，真
理及び正しい理性についての対立する見解を，
「近代において唯一政治的に道理的な仕方であ
ると教訓を得てきたもの」に，即ち，「社会平
和，協働，基本的な自由」を危険に晒すこと
なく，落ち着かせることができる，「公共的な
綱領を創り出す」という意味においてである
（Rhonheimer, 2005, p. 49）。
　ローンハイマーは，「公共的な理性を，正し
い理性と同一視することは，政治的には，対立
的であり，又，愚かなことである」と指摘す
る。蓋し，ローンハイマーによれば，公共的な
理性と正しい理性とを同一視することは，他の
市民の道理性を承認することを（従って，他の
市民の見解に関する政治的な正当性を），（多数
かもしれないし多数ではないかもしれない）他
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者が正しい理性（理由）と考えたものに市民が
合意することに依拠させることであるからであ
る（Rhonheimer, 2005, p. 49）。
　それは信仰の自由の場合において最も明白と
なる。ローンハイマーが指摘する如く，「公共
的理性と正しい理性との同一視は，互換性を真
理の主張の下位に置いている」ことを意味す
る。深刻なイデオロギー紛争の歴史を見れば，
かかる態度が，政治的な正当性の究極的な基準
又決定的な基準となっているところではどこで
も，「市民的な協働を不可能にし，終には市民
戦争を開始する原因となる」ことは明白である
（Rhonheimer, 2005, p. 49）。
1.2.4　公共的な理由に対する自然法の諸理由
の不十分性
　従って，問題は，以下の事実に言及するこ
とによって解決されることはない。第1に，
ある基本的な問題における意見の相違は，
「無知（ignorance）或いは合理性を欠いた
（subrational）影響に根ざされているに過ぎな
いという事実」に言及することによって解決は
されない。第2に，自然権に訴えることによっ
て，「万人がアクセス可能な根拠（明証性，
evidence）及び判断の基準を用いた，道理的で
ある原理及び規範」（Finnis, 2000, p. 83）に訴
えるという事実に言及することによって解決は
されない。
　ローンハイマーは，確かに，これら2つの事
実は首肯できるが，しかしながら，以下の点を
示すに過ぎないとする。第1に，「自然法の諸
理由は，事実上，公共的な諸理由に関する妥当
な候補群である」ということを示すに過ぎな
い。そして，第2に，「公共的な理由の十分な
道理性は，自然法と矛盾しない場合にのみ達成
される」ということを示すに過ぎないのである
（Rhonheimer, 2005, p. 49）。
　詰り，妥当な公共的な理由であるとの主張
は，それらが根拠（明証性，evidence）及び
一般的にアクセス可能な基準に基づくことに
よって，政治的に正当化されることは可能であ
る，ということを示しているに過ぎないのであ
る。従って，ローンハイマーは，「政治的な基
準（従って，公共的な基準）として，かかる基
準は，容易には機能しない」と批判するのであ
る（Rhonheimer, 2005, p. 50）。
1.2.5　自然法の諸理由から公共的な諸理由へ
の転換
　従って，公共的な理由として正当化されるべ
きである理由にとって，①「正しい」，②「真
実である」，③「『万人にとってアクセス可能な
根拠（明証性，evidence）及び判断の基準』に
基づいている」ということは，確かに，これ
らは皆，公共的な諸理由の十分な道理性に関
する現実的な基準であるけれども，政治的に
は十分ではないのである。蓋し，ローンハイ
マーが指摘する如く，「無知」，「合理性を欠い
た（subrational）影響」，加えて，「私的な（お
そらく違法な）関心によって引き起こされる
偏見」，「文化的或いは宗教的偏見」，その他多
くの要因（ロールズの用いる意味とは異なっ
た「判断の真なる負荷」）が，「自然法の根拠
（明証性，evidence）及び自然法の合理的なア
クセスの可能性を深刻に妨げそしてその権威を
傷つける」からである（Rhonheimer, 2005, p. 
50）。
　そこで，注目すべきことに，ローンハイマー
は，真理及び正しい理性を，政治的な（従って
法律上の）正当性及び妥当性に関する公共的な
基準へと転換するに唯一の可能な解決は，以下
の3点であることを指摘する。第1に，「『真な
る有徳』或いは『聖人』のある種の政治的な保
護」，第2に，「政治的なるものより高く権威付
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けられた霊性的な力へのある種の服従」，第3
に，「道徳的卓越性に関する包括的な構想に基
づいて設定されたポリス倫理学の新たな形態」
を主張することである。これらは，近代の政
治が，長くそして苦痛な歴史的経験のために，
「捨て去ってきたもの」である（Rhonheimer, 
2005, p. 50）。
　従って，ローンハイマーは，近代民主政社会
は，「真なる理性或いは正しい理性であること
によってそれ自身を正当化することのない公共
的な理性の概念」を必要としている，とする。
即ち，ここで，ロールズに部分的ながらも同
意し，必要とされているものは，ある意味で，
「フリースタンディングな，或いは，特殊な
（specific）公共的な道理性」である。それは，
根本的な諸価値そして特殊政治的な諸価値に関
連しているという意味において，フリースタン
ディングな公共的な道理性，或いは，特殊な公
共的な道理性なのである（Rhonheimer, 2005, 
p. 50）。
　そして，注意すべきは，ローンハイマーは，
「このことは，真なる理性或いは正しい理性の
問題が公共的な道理性から取り除かれていると
いうこと」を決して意味せず，或いは，「政治
的な諸価値が道徳的な真理とは無関係である」
ということを決して意味しない，ということを
繰り返し強調する点である。「真理主張が特殊
公共的な道理性に関与するよう示されることが
できる」限り，即ち，「公共的な理性が自然法
の真理に一致し或いは矛盾しないという程度に
おいてのみ十分に道理的である」限り，政治的
には正当であるということを意味するのである
（Rhonheimer, 2005, p. 51）。
1.2.6　強制の契機の正当化
　公共的な諸理由は，具体的な問題に関して公
共的な諸理由に同意しない市民 71）によっても
政治的に正当であると考え得る諸理由に基づい
て，それ自体を正当化する。そこで，確かに，
かかる公共的な諸理由に同意しない市民は，当
該諸理由を，正当な公共的な諸理由として，認
識するよう強いられることになる。しかし，
ローンハイマーが指摘する如く，正当な公共的
な諸理由は，「正しい理性という名において公
共的な領域において存在しているのではなく，
一般的に認識された政治的な諸価値という名に
おいて公共的な領域において存在している」の
である。それ故に，たとえ，当該諸理由が政治
的な諸価値に「不同意でありそして異なった仕
方で均衡（balance）をとっている」としても，
当該「諸理由は，公共的な道理性に属するその
種の諸理由である」ということを承認しなけれ
ばならないのである。そして，ローンハイマー
は，自然法を真摯に支持する者は，自然法が政
治的な共同善に関係する限り，自然法は政治的
な道理性及び政治的な諸価値の観点において支
持されることが可能となり，そして，支持さ
えされなければならないとする（Rhonheimer, 
2005, p. 51）。
　真理の承認から独立した妥当な公共的な諸理
由として承認する故に，このような諸理由に基
づいた立法及び政策は，それらに同意してい
ない人々にも，正当に（市民平和，協働，基
本的な自由を危険に晒すことなしに）施行する
ことができるのである。そして，ローンハイ
マーは，このことによって，「自然法を主張す
る市民が自然法的な諸理由を援用することを妨
げることはない」とする。蓋し，自然法を主張
する市民は，自然法の諸理由を正しい理性であ
ると考えており，そして，道徳的な真理に合致
していると考えているからである。それどころ
か，寧ろ，「自然法を主張する市民にそうする
資格を与える」のである。加えて，ローンハイ
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マーは，「これらの諸理由は，適切に，又，論
争的に透明な仕方で，公共的な諸理由として援
用されるが故に，このことによって，市民は
市民自らの見解を不寛容に他者に課すのでも
なく，又，市民の平和，協働，基本的な諸自
由を危機に晒すのでもない，という根拠（明
証性，evidence）を与える」とするのである
（Rhonheimer, 2005, p. 51）。
1.2.7　自然法と公共的な理性との関係の3つの
定式
　以上より，ローンハイマーは，自然法と公共
的な理性との関係に関して，重要な点を以下の
3点に纏める。
　第1に，確かに，自然法は，具体的な諸法を
不正義なものとして識別するための基準として
常に機能している。しかし，自然法は，法に
よって課されるべきであるものを理解するに十
分ではない。又，市民の全体に課す国家権力機
構を理解するに十分な基準でもない。そこで，
ローンハイマーは，この点に関し，「自然法は，
とりわけ政治的である基準，即ち，公共的な理
由（理性）に属する基準によって，具体化さ
れ，或いは，政治的領域に適用されなければな
らない」のである，と指摘する（Rhonheimer, 
2005, pp. 51―2）。
　第2に，同様に，ローンハイマーは，「公共
的な理由（理性）として承認されるためには，
自然法の諸理由は，単なる自然法の諸理由以上
のものでなければならない」とする。即ち，自
然法の諸理由は，「自然法の諸理由自体が，公
共的な妥当性の観点において正当化されること
が可能である」ことを示さなければならないの
である。公共的な妥当性とは，ローンハイマー
が指摘する如く，「自然法の諸理由が，社会の
政治的な共同善に関係しなければならないも
の」であり，そして，「この仕方で，一定の事
例において自然法の諸理由に同意しないそれら
の市民らにも（云々の理由としてではなく，道
徳的見地から，政治的に正当であると考えら
れる理由として，）受容れられることが可能で
なければならないもの」である（Rhonheimer, 
2005, p. 52）。
　第3に，一方で，ローンハイマーは，「公共
的な理由（理性）は，自然法にある関係を有
することなしに，適切に定義されることは不
可能である」と指摘する。その結果，ローンハ
イマーは，互換性の基準を用いる際には，従っ
て，正当性に関するリベラルな原理を用いる際
には，「政治的なるもの」そして「そのまさに
本性に従って『公共的な理性』であるもの」と
いう特殊な文脈の中に埋め込まれるべきであ
り，又，かかる意味において，「政治的なるも
の」そして「そのまさに本性に従って『公共
的な理性』であるもの」という特殊な文脈に
よって制約されるべきである，とするのである
（Rhonheimer, 2005, p. 52）。
1.3　ロールズの政治的なるものの無内容性
1.3.1　ロールズの政治的なるものの循環性
　政治的なるものの領域は，伝統的に政治的な
共同善と称されるものの構想によって，初めて
明確化されることができる。
　しかしながら，ローンハイマーは，ロールズ
理論に対し，「政治的なるもの，或いは，政治
的価値を特徴付けるもの，を適切に定義付けす
ることに成功していない」と批判する。確か
に，ロールズ理論において，政治的なるもの
に関する直観的な概念が存する。が，しかし，
ローンハイマーが指摘する如く，すべて「循環
的」なのである。即ち，ロールズは，正義の公
共的な構想という観点において政治的なるもの
を定義し（正義の公共的な構想→政治的なるも
の），次に，政治的なるもの（政治的な価値）
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の観点において正義の公共的な構想を定義する
（政治的なるもの→正義の公共的な構想），とい
う具合に循環的なのである（……正義の公共的
な構想→政治的なるもの→正義の公共的な構想
→政治的なるもの→……）（Rhonheimer, 2005, 
p. 52）。
　その結果，ロールズは，「政治的な価値であ
るものを定義するために，部分的な包括的な教
説と称する何ものかに言及しなければならず」，
そして，「部分的な包括的な教説を定義するこ
とを避けねばならなかった」。そして，その代
償として，ローンハイマーは，「ロールズは，
互換性という概念に単に依拠することとなって
しまった」のである，と的確に批判を展開する
（Rhonheimer, 2005, p. 53）。ロールズは，互換
性という概念によって，「社会，及び，社会の
本性・諸目的・具体的な諸善，が何であるか」
を更に具体化することなしに，進んで永続的な
協働を行う自由且つ平等な市民から成り立つも
のとしての社会を創出するのである。
　こうして，ローンハイマーの指摘する如く，
政治的なるものに関するロールズの概念は，
「多くの点で十分に規定されず，結局は，反道
理的であることさえ明らかとなる」のである
（Rhonheimer, 2005, p. 53）。
1.3.2　ロールズの社会契約論に対する批判
　ロールズの政治的なるものという概念が反
道理的であるということが明らかであるのは，
ローンハイマーによれば，蓋し，ロールズの政
治的なるものが，以下の点を含意しているから
である。即ち，「協働の体系としての社会が，
社会を規定するそして原初状態において樹立さ
れるべき基本構造及び正義に関する政治的構想
によって創出されている」との想定を暗黙裡に
含意しているからである（Rhonheimer, 2005, p. 
53）。
　従って，ロールズの見解においては，社会契
約論の根本的な問題は，「政治社会は，社会に
よって本性的に形成されたある現実在において
生活しているのではない，純粋な個々人」と
して想定されている，個々人の利益に資する
ための契約の所産である，ということになる
（Rhonheimer, 2005, p. 53）。
　原初状態，互換性の原理，公共的な理性，正
当性に関するリベラルな原理といったロール
ズの諸原理は，「社会の本性的な諸事実を喪失
させ或いは政治的に『中立』（neutral）となる
ようにさせ」，それ故，「市民の個人の自律性
（autonomy）に関する諸要求を下位に」置くよ
うに強いる。従って，ロールズの鍵となる諸原
理は，ローンハイマーが端的に指摘する如く，
「政治的に妥当な本性の特性（固有性，特質，
properties）を意図的に無視する」のである。
その結果，ロールズの政治的リベラリズムに
おいては，これらの諸原理が，「反道理的な仕
方」，即ち，「政治的に独断的な仕方」で，機能
するのである（Rhonheimer, 2005, p. 53）。
1.3.3　自然状態論と政治的な諸価値
　そもそも，近代の社会契約論において，唯一
ルソー（Jean-Jacques Rousseau, 1712―1778）
のみが，「契約によって社会という状態の中に
入る前の人間は，孤立した個人以外の何もので
もないとして考察されるべきである」というこ
とを主張したに過ぎない。ホッブズも，ロック
も，カントも，いずれも，「自然状態を，社会
に関する基本的な諸事実が既に本性的に存在し
ない人間の状態であると想定してはいなかっ
た」72）。ローンハイマーが指摘する如く，ホッ
ブズ，ロック，カントの自然状態の構想は，「非
実在的であるというよりも，寧ろ，社会に関す
るこれらの本性的な諸事実が，紛争及び戦争へ
と導き，それ故，人間存在の繁栄と進歩へ貢献
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するよう，政治的に（法によって）秩序付け
られなければならないということにおいては，
全く一致している」のである（Rhonheimer, 
2005, p. 53）。
　例えば，生命，自由，財産というロックの
基本的な諸価値は，個々人に対してだけでな
く，婚姻の結合及び家族に対しても言及され
ており，そして，「ロックが自然という前政
治的な状態においてさえ自然の法（the law of 
nature）と称しているものによって，規定され
ている」のである。そこで，ローンハイマー
は，かかる「ロックの基本的な諸価値は，政治
的なるものの意味及び内実を形作っている」と
位置付け，公共的に是認（支持）されている正
義に関するある政治的な構想は，これらの諸現
実在及び諸価値を，「公共的な理性の基本的な
内実として尊重しなければならない」のであ
る，と主張するのである（Rhonheimer, 2005, p. 
54）。
1.3.4　政治的なるものを支える信仰の市民
　人間の社会において最も多くのコンセンサス
が存在するのは，まさに，これらの基本的な事
実と，その事実に関連した諸価値，についてで
ある。即ち，ほとんどの人々が現実的に非常
に伝統的な仕方で考えている，これらの基本
的な諸問題に関して，「リベラル」を支持する
ことが多い。そこで，ローンハイマーは，かか
る事態を捉え，「これらの基本的な社会的諸価
値は，現実的には『重なり合うコンセンサス』
（overlapping consensus）の焦点を形成するに
最も適切な候補群」である，とするのである。
　この点から，ローンハイマーは，更に以下の
2点を指摘する（Rhonheimer, 2005, p. 54）。
　第1に，最も適切な候補群は「信仰の市民」
（citizens of faith）（ロールズ）によって典型的
に促進されるという事実は，「最も適切な候補
群を公共的な理性から除外されるべきとされる
包括的な教説」へと転換しない。
　第2に，歴史的に，最も適切な候補群が，ユ
ダヤ―キリスト教的な諸価値，（世界の他の部分
では）イスラム教的な諸価値，他の宗教的な諸
価値，を全体に行き渡らせたある文化によって
決定的に促進されてきたという事実は，「公共
的な理性に属しているものの特徴を取り除くの
ではない」，又，「公共的な諸理由だけでなく公
共的な理由（理性）であるよう主張しているあ
る公共的な理由（理性）の基底でさえあるとの
特徴を取り除くのではない」。寧ろ，ローンハ
イマーは，幾つかの基本的な諸問題に関して，
「信仰の市民」は，知的側面についていえば立
憲民主政の文化的な根源により類似しているが
故に，より道理的である，という事実の徴表な
のである，とする 73）。
1.3.5　宗教と社会的本性との関係
　しかしながら，ローンハイマーは，以下の点
に配慮しなければならないとも指摘する。即
ち，社会の生殖の基底やそれに由来する道徳的
な事実とは異なって，宗教的な真理の確定或い
はある特定の宗教の是認（支持）の必要性は，
「社会の本性の部分ではない」し，又，「正義に
関する政治的な構想の内実を特徴付けるもので
もない」ことには注意しなければならない。
　このことは，宗教自体が，承認されるであろ
う或いは承認されるべきである基本的な人間の
価値ではないということではなく，又，その行
使が促進されるべきではない基本的な人間の
価値ではないということでもない。ローンハ
イマーは，「公共的な理性の外部に存在しそし
て社会の政治的な共同善に属しないものは，宗
教の真理の問題であり，即ち，本質的に政治
的な問題ではない」ことを主張するのである
（Rhonheimer, 2005, p. 54）74）。
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1.3.6　包括的な教説と政治的な構想との関係
　それ故に，①「宗教的な真理に関する問題
を政治的な議題から排除すること」，そして，
②「公共的な理性には相容れないような宗教的
な権威として，宗教的な権威に基づいた議論を
考慮しないこと」，は，政治的に道理的である
（Rhonheimer, 2005, pp. 54―5）。
　しかしながら，同じことは，「人間社会の本
性に関係する諸問題」には，当てはまらない。
たとえ，「人間社会の本性に関係する諸問題」
が，確固とした道徳的な含意を有していたとし
ても，そして，ある包括的な道徳的・宗教的
な教説の本質的な部分であるといった場合で
あっても，「人間社会の本性に関係する諸問題」
には当てはまらないのである（Rhonheimer, 
2005, p. 55）。
　「人間社会の本性に関係する諸問題」を，宗
教的な自由と類似に扱うことは，政治的に反道
理的である。蓋し，特定の宗教を定立するのと
は異なって，「人間社会の本性に関係する諸問
題」を宗教的な自由と類似に扱うことは，「政
治のまさに意味付けを歪める」からである。
即ち，ローンハイマーが指摘する如く，確か
に，「政治は，人間社会の意味付け及び現実在
を超越した宗教の真理に関連してはいない」。
が，しかし，「政治は，本質的に，社会の現実
在，及び，社会の現実在において生活する全て
にとっての共同善，に関係する」からである
（Rhonheimer, 2005, p. 55）。
　「性的な方向付けのあらゆる形態が必ずしも
同じではない」との主張（教え）は，経験上
明白であり社会的に基本的な主張である。か
かる主張（教え）は，「一つの或いは多くの包
括的な道徳的或いは宗教的教説の本質的な部
分」である。このことによって，かかる教え
（teaching）が，正義に関する道理的な構想そ
して公共的に是認（支持）された政治的な構想
に含まれていることについて不適切であるわけ
ではない。寧ろ，このことによって，「このよ
うな教え（teaching）を含む包括的な教説につ
いての道理性」を明らかにするのであり，そし
て，「その教え（teaching）を拒絶する包括的
な教説の反道理性」を明らかにするのである
（Rhonheimer, 2005, p. 55）。
2　多元主義，不正義に関する公共的な是認，
政治的な正当性　―暫定協定としての立
憲民主政―
2.1　多元主義
　公共的な理性の本性及び内実は，自然法に
よって規定された現実在に関係する。それ故，
公共的な理性にとって自然法の諸理由はあたか
も「真理の声」のようである。しかし，ローン
ハイマーは，「確固たる公共的な諸理由，確定
された立憲的な条項，かかる理由及び条項に基
づいて制定された成文法及び諸法は，かかる真
理とは一致せず，従って，根本的な仕方で共同
善と矛盾する場合がある」ことを指摘する。詰
り，ローンハイマーによれば，「社会の基本的
な諸価値は，内的或いは外的な脅威に対抗し
て，公的な権威によって十分に保護されていな
いこと」があり得るのであり，時には，「公的
な権威は，共同善の基底を侵食し，或いは，共
同善を非難さえする」のである（Rhonheimer, 
2005, p. 55）。
　従って，中絶の事例が示すように，ある状況
においては，コンセンサスが失われている場合
もあり，その場合においては，「道徳的な多元
主義」そして「その多元主義に対応した権利に
関する諸主張」が生じる。このような多元主義
は，ローンハイマーによれば，確かに政治的に
は正当な多元主義であることが可能であるが，
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決して穏当な多元主義であるわけではない。詰
り，このような多元主義は，厳密な政治的な意
味において，「道理的であるものの境界の外部
にある多元主義」である（Rhonheimer, 2005, 
p. 55）。蓋し，このような多元主義は，「社会
及びその法的秩序にとって根本的・基本的な構
成要素となる何ものか」を意図的に否定するか
らである。即ち，このような多元主義は，「人
間存在の生に関する権利は，第三者の対立矛
盾する諸関心（例えば，自己規定，キャリア・
プロジェクト，プライバシー等といったもの）
によって覆されることができない何ものか」
を意図的に否定するからである（Rhonheimer, 
2005, p. 56）75）。
2.2　反道理的な事例
2.2.1　反道理的な事例　―安楽死，同性婚，
中絶―
　根本的な反道理的な不一致に関する事例は，
第1に，公衆衛生機関においてさえ実行され
るような医師の手による自殺幇助（medically 
assisted suicide）の立法化，そして，第2に，
同性の結合を，男性と女性の婚姻の結合と同等
に扱うこと，第3に，中絶問題である。
　予めローンハイマーの見解を述べるならば，
ローンハイマーは，①自殺幇助の権利の立法
化，②同性の結合の公的な承認，③中絶の権
利，を否定することによって，「自由且つ平等
な市民としての権利は，誰も侵害されてはいな
い」と結論付ける。蓋し，ローンハイマーによ
れば，第1に，これらの権利が，ある市民の政
治的に承認された権利であることは，道理的に
不可能であるからであり，第2に，これらの権
利が，社会の基本構造の構成要素ではあり得な
いからである（Rhonheimer, 2005, p. 56）。
2.2.2　安楽死否定説
　安楽死（医師の手による自殺幇助）の公的な
承認を例に取るならば，「自由且つ平等な市民
としての権利は，誰も侵害されてはいない」と
明白に言い切ることはできない。即ち，国家が
安楽死の法的権利を定立することは，この問題
に関して中立的な立場をとったことを意味しな
いのであり，或いは，「司法府或いは立法府に
よる宗教的・哲学的な正説（orthodoxy）を課
されることから免れ」，「市民の死に場所につ
いての諸判断を市民自身で行う」という，市民
の自律性を尊重することを意味しないのである
（Rhonheimer, 2005, p. 56）76）。
　寧ろ，ローンハイマーは，「その全く逆であ
る」と的確に指摘する。即ち，第1に，このよ
うな権利の法定は，「精神病患者にとって，又，
一般的には私達の間で最も弱い人々にとって」
（主として，老年の人々，死に至る病に罹った
人々，死を迎えつつある人々）の自律への脅威
である。第2に，このような権利の法定は，「一
時的な緩和の手段によって適切にケアされると
いう彼らの将来」に深刻・劇的な害を与え，そ
して，「苦しんでいる諸人格としての彼らのま
さに尊厳」に深刻・劇的な害を与える。蓋し，
第1に，彼らは，「社会にとっての重荷である
と，公的に考えられる」からである。そして，
第2に，彼らは，「自らの死への加速に同意す
ることによってこの重荷から社会を軽減するよ
う圧力をかけられていると感じなければならな
い」77）からである（Rhonheimer, 2005, p. 57）。
　それ故，ローンハイマーは，確かに，究極的
なハード・ケースにおいて，安楽死は，単一の
人格に関する一つの善として，又，哀れみに関
する少なくとも理解可能な行為として，ある説
得性を有するかもしれない 78）が，「安楽死の権
利を法的に認めることは，社会の政治的な共同
善に対する重大な侵害である」と主張するので
ある。
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2.2.3　安楽死肯定説に対する批判
　更に，ローンハイマーは，上記議論に反対
する見解，即ち，安楽死肯定説に対して，第1
に，安楽死肯定説は，上記議論を，公共的な理
由にとって適切である議論として承認しなけれ
ばならないこと，第2に，安楽死肯定説は，上
記議論を，「宗教的な或いは哲学的な正説を課
すこと」として拒絶することはできないこと79），
を主張する（Rhonheimer, 2005, p. 57）。
　ローンハイマーが指摘する如く，そもそも，
安楽死の事例においては，寧ろ，医師の手によ
る自殺幇助の権利を承認しないという側に，公
共的な諸理由がある。蓋し，問題を注意深く
検討するならば，「医師の手による自殺幇助と
いった権利は，重大な公共的な関心，即ち，公
共的な諸理由の重みを犠牲にして，幾人かの
市民達の個人的な諸選好を与える」からである
（Rhonheimer, 2005, p. 57）。
　「宗教的な或いは哲学的な正説を課す」と主
張することに対抗する積極的な論争は，実際，
公共的な諸理由を超えた絶対的な優越性を個人
的な諸選好に与え，個人的な諸選好を政治的に
崇めることを自ずから意味するのである。しか
し，ローンハイマーが指摘する如く，「人格的
な自律性それ自体は，自ずから公共的な理由を
生み出すことはない」。それどころか，「人格的
な自律性は，（共同善に関係する）公共的な諸
理由によって制限されることが可能であり，そ
して，時には制限されなければならない」ので
ある（Rhonheimer, 2005, p. 58）。
2.3　不正義に関する公共的な是認（支持）
2.3.1　問題の所在　―不正義に関する公共
的な是認（支持）を巡る問題―
　ここにおいて，以下の状況下における問題を
検討する（Rhonheimer, 2005, p. 58）。
　（1）第1は，安楽死，同性婚，中絶というト
ピクに関するコンセンサス，又，政治的に安楽
死，同性婚，中絶を如何に扱うかに関するコン
センサスは存在しないだろうし，そして，特に
近代社会においては存在しない。
　（2）第2は，多くの実在している立憲民主政
において，安楽死，同性婚，中絶といった問題は，
多くの市民の眼において，本性及び人間社会の
基本的構造と（即ち，自然法及び共同善と）調
和しない仕方で，事実上，法によって規定され
ている。
　かかる状況においては，市民は，公共的な理
性は，曲解されないまでも，深刻なまでに損な
われている，ということを結論付ける。根本的
に不正義である法の公的な是認（支持）は，法
の公的な是認（支持）を非常に根本的に不正義
なものであると判断している当該市民の眼から
すれば，諸決定それ自体だけでなく，立憲民主
政，その政治的な諸制度，それらを立法化して
いる決定手続から，正当性を剥奪し，結果，そ
れらを創出する政治システムを擁護すべき道徳
的義務が喪失しているように映る可能性がある
のである。
　ここでは，不正義に関する公共的な是認（支
持）について以下の点が，問題となる 80）。
　第1に，公共的な理性は，深刻にも損なわれ
或いは部分的にも曲解された場合，安楽死を巡
る問題の如く，基本的な問題についての不一
致を許容するだけでなく，自然法の基本的な
諸要求と矛盾する法及び政策を許容する。この
ような「公共的な理性は，明確な政治倫理を具
体的に示すことを主張する政治的な秩序とし
て正当化されることが依然として可能なのか」
（Rhonheimer, 2005, p. 59）。
　第2に，そもそも，市民は，事実上政治シス
テムを擁護するよう強制されるだけでなく，そ
う行為するよう道徳的に義務付けられていると
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いう感覚を持つよう強制され，その結果，政治
システムを忠実に擁護するよう強制される。こ
のことは，道徳的な諸理由である。そこで，宗
教的な信仰（例えば，カトリック教会の権威的
な教え）を有する市民が，ある法律が自然法に
対して重大な不正義であり矛盾することを確信
する場合，当該市民は，かかる道徳的な諸理由
を更に蹂躙するのか。端的に述べるならば，特
殊政治的な道徳性に関する諸要求は，ある程度
まで，自然法に根源を有する諸要求を蹂躙する
のか（Rhonheimer, 2005, p. 59）。
　以上の問題に対する答えに関して，ローンハ
イマーによれば，鍵は，「立憲民主政のエート
スにとって本質的なもの」にある。
2.3.2　不正義に関する公共的な是認（支持）
の根拠　―近代立憲民主政のエートス
―
　ローンハイマーは，そもそも自然法それ自体
は公共的な理性ではない，とする。そして，一
定の政治社会においては，公共的な理性が自然
法と対立するある諸決定を許容する場合でさ
え，「公共的な理性は，公共的な理性自体の特
殊政治的な道理性を，公共的な理性として主張
する」とする（Rhonheimer, 2005, p. 59）。
　確かに，広範に社会一般に承認された公共的
な正当化として，公共的な理性は，「市民の平
和的な共存」，そして，「市民の基本的な自由に
関する平等な及び公平な安全」という根本的な
政治価値を具現化する。しかしながら，自然法
に対するこのような矛盾は，システムの基本的
な政治的道理性を排除しないのである。即ち，
ローンハイマーによれば，公共的な理性は，政
治的な原理として機能し続け，その根本的な
政治的な諸機能の大部分を充足するのである
（Rhonheimer, 2005, p. 59）。例を挙げるならば，
たとえ奴隷制という重大な不正義を許容してき
たとしても，アメリカ憲法及びその公共的な理
性は，奴隷制が依然として廃止されなかった
間，その政治的役割を成功裡に充足しなかった
とは，誰も指摘することはできないのと同じこ
とである。
　ここにおいて，ローンハイマーは，「近代の
政治的なエートスの核心」に至っている，と指
摘する。即ち，「平和，自由，基本的な正義に
関するその制度的なエートスを，近代の政治的
なエートスに位置付けている」のである。詰
り，ローンハイマーが指摘する如く，その公共
的な理性の受容れとは，「その道理性の真理を
承認することに依拠するのではなく，その政治
的な正当性を承認することに依拠している」の
である。即ち，ローンハイマーは，「公共的な
理性は，政治的な領域或いは公共的な領域から，
真理の問題を排除することによってではなく，
平和的な共存，社会的な協働，平等な市民の自
由という根本的な政治的な価値を蝕むことのな
い仕方で，この問題を許容することのみによっ
て，その政治的な正当性を承認する」のであ
る，と指摘するのである（Rhonheimer, 2005, p. 
60）。
2.3.3　不正義に関する公共的な是認（支持）
を巡る自然法論の見解
　このような不正義に関する公共的な是認（支
持）論に対し，ローンハイマーは，自然法論か
ら，以下の2つの見解が考えられる，とする。
2.3.3.1　自然法論からの第1の見解
　第1は，公共的な理性が自然法と矛盾する状
況下では，「社会の基本的な政治構造は，基本
的な政治構造がその正当性を失う程度まで歪め
られている」，或いは，少なくとも，「法律は政
治的及び法的システムの正当な生産物として看
做されることがない程度まで歪められる」と想
定する（なお，Finnis, 2000, p. 89，参照）。
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　自然法論からのかかる想定からは，以下のよ
うに主張される。不正義を公共的な理性が是認
（支持）するという状況は，市民性（civility）
に対する重大な違反であり，従って，違法な及
び反市民的な（uncivil）仕方によって対抗され
ることになる。しかし，それらに対する「違法
な抵抗は不成功である可能性が高く」，「ほとん
ど勝利の見込みのない市民戦争さえも引き起こ
す可能性が高い」。それ故に，人は，この形態
の抵抗を避けるよう強いられるのである。この
ように，自然法論からの第1の見解は主張する
のである（Rhonheimer, 2005, p. 60）。
2.3.3.2　自然法論からの第2の見解
　第2は，自然法と矛盾する公共的な理由に基
づく法を，受容れ不可能であると判断する。し
かしながら，確かに，これらの法は正義に適っ
てはおらず，自然法に矛盾しており，更に，深
刻にも共同善を侵害している。が，しかし，「自
然法と矛盾する公共的な理由に基づく法は政治
的には正当な法」である，ということを確信す
るのである。即ち，「自然法と矛盾する公共的
な理由に基づく法は，正当に立法化されている
が故に，市民性（civility）の基準を侵害するこ
とはなく，それ故，道徳的見地から，違法なそ
して反市民的な（uncivil）仕方によって反対さ
れてはならない」とするのである（Rhonheimer, 
2005, p. 60）。
　自然法論からの第2の見解からは，以下の点
が導かれる。市民の平和的共存及びあらゆる
市民の基本的諸自由という政治的な価値は，
たとえ，「人間の位格（人格）の生に関する権
利（人格権）」，そして，「社会の生殖（再生産，
reproduction）といった根本的な諸問題」に関
係し，従って，「共同善とは重大にも矛盾する」
場合であっても，具体的な法及び政策における
不正義によって蹂躙されない，フリースタン
ディングなそして第一義的な道徳的な重さを有
しているのである。このように，自然法からの
第2の見解は，主張するのである（Rhonheimer, 
2005, p. 60）。
2.3.3.3　自然法論からの第2の見解の妥当性
　従って，自然法論からの第2の見解は，「反
道理的ではあるけれども，にもかかわらず，政
治的には正当である」という形態の多元主義が
存在することを主張するのである。ローンハイ
マーは，「自然法と矛盾する公共的な理由に基
づく法の正当性は，立憲民主政の公共的な理性
への参与（participation）にある」とする。即
ち，公共的な理性のかかる側面こそが，厳格な
政治的な諸理由（その厳格な政治的な諸理由
は，政治的な道徳性に属するが故に，道徳的な
諸理由である）の故に，それ自体の論理を有す
るのである。この点において，ローンハイマー
は，「平和的な共存及び個人の自由に関する優
越性が，承認されそして肯定されるべきである」
と主張する（Rhonheimer, 2005, p. 60）。従っ
て，自由且つ平等な存在としての諸市民間の互
換性は，「政治的な正義の部分であるその市民
性（civility）の基本的な部分」としても，考慮
されなければならないのである（Rhonheimer, 
2005, p. 61）。
2.4　暫定協定と重なり合うコンセンサス
2.4.1　立憲民主政のエートスに潜む暫定協定
の重要性
　勿論，自然法論からの第2の見解から導かれ
る多元主義は，重なり合うコンセンサスの論理
というよりも，暫定協定（modus vivendi）の
論理である。そして，ローンハイマーは，実
際，「暫定協定は，民主政的な立憲国家の政治
的エートスに本来的に常に備わっているのであ
り，そして，備わり続けているのである」と
する。ロールズは，「単なる」（mere）暫定協
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定と，政治的な道徳性からフリースタンディ
ングな見方とを，区別することに熱心に取組ん
でいる。しかし，「暫定協定は，ロールズが考
えている以上に，より多くの道徳的な実体を有
しているのである」とローンハイマーは指摘す
る。即ち，暫定協定は，「ロールズが認めてい
る以上に」，長き渡って政治的な安定性を保障
することがより可能なのである（Rhonheimer, 
2005, p. 61）。
2.4.2　暫定協定の重要性の根拠　―暫定協
定としての立憲主義―
　従って，ローンハイマーが指摘する如く，
「ロールズの構想は，ある暫定協定に過ぎず，
少なくとも，暫定協定にとって典型的な諸要
素を含まざるを得ない」。即ち，ロールズ的な
類型の重なり合うコンセンサスが，暫定協定
と称され，或いは，暫定協定の幾つかの諸要
素を含むことを禁ずるものは何もないのであ
る（Rhonheimer, 2005, p. 61）。蓋し，暫定協
定は，是認（支持）された正義の構想の根本的
な側面について意見が一致しない人々から，平
和的な共存，社会的な協働，基本的な諸自由
を保障するために与えられた擁護を引き出す
ならば，「その政治的な役割を専ら果たすこと
ができる」からである（Rhonheimer, 2005, p. 
62）。そして，ローンハイマーは，「歴史的に
も，立憲主義（constitutionalism）は，特殊な
そして高度に洗練された類の暫定協定であるこ
とは，寧ろ明らかである」とする。
　ローンハイマーは，このように暫定協定を
位置付け，ロールズの政治的リベラリズムを
極めて的確に，以下のように批判する。ロー
ルズは，暫定協定に関するかかる事実を承認せ
ず，従って，「ある包括的・閉鎖的な，時には
幾分不寛容な形態のリベラリズムに立脚し，政
治的リベラリズムというプロジェクトの基底を
蝕んでゆく」。即ち，「ロールズは，自由且つ平
等な市民の権利及びこれらの諸権利を基点とし
て理解される互換性の基準に訴えることによっ
て，リベラルな立場が少数派である所ではどこ
でも，暫定協定は，公共的な理性を蝕むことを
主張する」。ここでは，多数者の専制から個人
を保護することを道徳上意味付けられているは
ずの個々人の諸権利及び自由の概念が，まさに
最も正当に適用されるべき諸領域において，即
ち，政治的な共同善の根本的な特徴である領域
において，「多数決原理（majority principle）
を的外れなものにするよう，濫用されている」
のである，とローンハイマーは主張するのであ
る（Rhonheimer, 2005, p. 62）。
2.4.3　重なり合うコンセンサスの基底として
の自然法
　以上より，ローンハイマーに従えば，道徳的
な構想でもあると同時に立憲民主政というフ
リースタンディングな政治的な構想（或いは，
政治的なリベラリズムの政治的な構想）に由来
する，重なり合うコンセンサスの焦点であるの
は，「公共的な理性という特殊な政治的な論理」
である。
　この点に関しては，確かに，ロールズは，重
なり合うコンセンサスの必要性を誇張し過ぎる
観があるが，幾つかの本質的なそして実りのあ
る構想の要を明らかにする。
　しかし，ローンハイマーによれば，「決定的
な違い」が依然として存在するのである。即ち，
ロールズにとって，政治的構想の部分ではない
もの全ては，除外された（或いは少なくとも除
外可能な）包括的な教説（即ち，自然法）の部
分であるとして，考慮されなければならない。
しかし，ローンハイマーにとっては，「その包
括的な教説或いは自然法は，政治的に妥当であ
る限り，包括的な教説の部分ではなく，寧ろ，
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健全なそして道理的な政治的構想の基底なので
ある」。即ち，ローンハイマーは，「包括的な教
説或いは自然法は，まさに，このような構想の
（実践的な）真理の基本的な基準である」と位
置付けるのである（Rhonheimer, 2005, p. 62）81）。
2.5　公共的な理性と自然法との緊張の緩和　
―背景文化―
2.5.1　公共的な理性と自然法の一致を図る民
主政的な政治プロセス
　ローンハイマーが指摘するに，ここで強調す
べき重要な点は，「公共的な諸理由が自然法に
一致することは，それ自体，開かれた政治的過
程の結果として，理解されなければならない」
ということである。即ち，公共的な諸理由と自
然法との一致が，自然法の諸理由が公共的な諸
理由と一致する限り自然法の諸理由を単に引き
合いに出すことによって，即ち，自然法の諸理
由を引き合いに出す人々が明らかな真理である
と考えるものに訴えることによって，齎される
ことは「不可能」なのである。蓋し，（この点
に関し，本質的な洞察を加えている，ホッブズ
が指摘するが如く，）このことは，「公共的な
理性に対抗した私的な諸理由を引き合いに出す
ことに結局はなり，それ故，当該問題を解決す
るのに失敗する」からである。ローンハイマー
が指摘する如く，「自然法を真なる理性として
引き合いに出すことは，不一致及び紛争を増加
するだけ」なのである（Rhonheimer, 2005, p. 
63）。
　ホッブズの有名な法諺「真理ではなく権
威が法をつくる（Autoritas non veritas facit 
legem）」は，「政治的な紛争においては，真理
によってではなく，正当な権威的決定によって
最終的には解決される」という基本的な真理を
も示している 82）。そもそも，公共的な理性と
自然法との一致を生み出すことのできる，最高
主権は存在しないし，強制力を有したより高度
な道徳的な保護は存在しない。そこで，ローン
ハイマーが指摘する如く，「公共的な理性と自
然法とのかかる一致を創出する役割を果たし
ているのは，―憲法制定権力及び立憲され
た権力という両者のレヴェルに関する―民
主政的な政治プロセスそれ自体」なのである。
従って，ローンハイマーは，「公共的な諸理由
として自然法の諸理由を引き合いに出すこと
は，政治的な諸理由として，正当化されなけれ
ばならない」とする。即ち，それらは，民主政
のプロセスそれ自体の過程において政治的な正
当化のプロセスを経なければならないのである
（Rhonheimer, 2005, p. 63，なお，カウフマン，
1996, p. 259，参照）。
2.5.2　公共的な理性と自然法との緊張
　多元的な社会においては，「公共的な理性に
関して広範に承認された内実と，自然法の諸要
求との間の緊張が常に必然的に存在する」であ
ろう。リベラルな立憲民主政の政治プロセスこ
そが，政治的な枠組を維持することによって，
①この緊張を寛容に取り扱うことができ，又，
②この緊張と共に生活することができ，そし
て，③この緊張を克服することができるのであ
る。
　従って，ある形態の多元主義は，反道理的且
つ政治的に正当であるということを承認するこ
とは，決定的に重要である。即ち，ローンハイ
マーによれば，「ある形態の多元主義は，自然
法の見地からは反道理的であり，しかし，依然
として，公共的な理性の見地からは正当であ
る」場合が十分にあり得るのである。そして，
「政治システムの正当性をかかる真理の事実上
の是認（支持）にかからしめることもなく，公
共的な理由において良心及び真理の声であると
いうそれらの機能を達成するために，自然法を
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許容しそして掻き立てるのは，まさにかかる緊
張なのであり，そして，自然法を擁護するのは，
市民なのである」と，ローンハイマーは主張
する（Rhonheimer, 2005, p. 63，なお，Rawls, 
1996, p. 217，福間，2006, pp. 51―2，参照）。
2.5.3　背景文化の役割
　ここにおいては，ロールズが，背景文化
（background culture）と称するものの作用が
決定的に重要である（Rawls, 1996, p. 14，な
お，福間，2006, p. 55，参照）。即ち，民主政
的なプロセスの成果は，「堅固な道徳的・文化
的・宗教的な伝統に根底を有する市民」にか
かっている。ここでは，市民社会及び宗教的な
諸権威も，それらの忠実な支持者の良心を述
べ，果たすべき立憲的な役割を有しているので
ある。この意味において，民主政的な立憲国家
に関する政治的な諸制度，及び，政治的な価値
としての自由に対するその諸制度の根本的な
配慮，によって，政治的に決定的に重大な仕
方において，媒介された，背景文化を形成す
る，かかるプロセスにおいて，「市民らは皆行
為者なのである」，とローンハイマーは指摘す
る（Rhonheimer, 2005, p. 64）。
　それ故，ローンハイマーの立場からするなら
ば，「近代政治は，他の手段によって実行され
た市民戦争である」（MacIntyre, 1984, p. 253）
との見解に与することはできない。蓋し，立
憲民主政における近代政治は，「決して市民戦
争ではなく，政治文化によって，即ち，ある
紛争的な政治文化によって，市民戦争を克服
し，市民戦争に発展することを防ぐ諸手段」だ
からである。即ち，かかる政治文化は，ロー
ンハイマーによれば，「市民戦争である最低悪
（summum malum）を避け，そして，長きに
渡って市民が平和的な共存をし，互い利益を
享受する協働を維持することによって，この
ような紛争にも耐えられる」文化なのである
（Rhonheimer, 2005, p. 64）。
　以上をして，ローンハイマーは，「自由及び
人格的な自由の文化の基底」である，とする。
立憲民主政における政治紛争は，より高度に区
別された政治的エートスの部分である。ローン
ハイマーは，「その政治的エートスは，市民の
徳に単に訴えるだけではなく（時には，不幸に
も，その政治的エートスは十分に訴えることも
しない），とりわけ，手続的であるだけでなく，
特殊政治的な諸価値であるけれども実体的な諸
価値を含意する，制度的なエートスである」と
するのである。①平和的な共存，②個人的な自
由，③自由の平等性としての正義といった，こ
れらの価値は，「共同善を定式化し，政治的及
び公共的な理性の共有された道徳的な原理とし
て機能する」のである（Rhonheimer, 2005, p. 
64）83）。
2.6　自然法の諸理由の特徴
　自由且つ開かれた社会において，自然法及び
自然法の諸理由に関する多くの局面は，常に政
治的な紛争の一部分であろう。即ち，ローンハ
イマーが指摘する如く，自然法及び自然法の
諸理由に関する多くの局面は，「論争の中心と
なる要或いは主題」なのである（Rhonheimer, 
2005, p. 65，なお，Rhonheimer, 2001，参照）84）。
万人の本性的な理解に開かれているものとして
自然法及び自然法の諸理由に単に依拠すること
は，「政治的な幻想」に過ぎない。即ち，公共
的な諸理由として自然法及び自然法の諸理由を
単に引き出すことは，「政治的な幻想」に過ぎ
ないのである（Rhonheimer, 2005, p. 65）。
2.6.1　自然法の諸理由における非公共性
　ここにおいて，ローンハイマーにおける，自
然法の諸理由の特徴を以下の3点において，纏
めることにする。
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　第1に，重要な点は，「自然法の諸理由であ
るということの特質は，自然法及び自然法の諸
理由は，公共的な諸理由としての資格をまだ付
与されていない」ということである。
　蓋し，ローンハイマーによれば，近代の公共
的な理性は，人間の位格（人格）にとって本性
的に善であるものに関して分裂された「ある社
会におけるコンセンサスを創出する」という役
割によって，部分的に明確化されているからで
ある。自然法論は，それ自体，たとえ制限され
た政府のある教説としてそれ自身を正しく示し
ているとしても，「公共的な諸理由を付与する
に十分ではあり得ない」のである（Rhonheimer, 
2005, p. 65）。
2.6.2　自然法の諸理由における非政治性
　第2に，重要な点は，「自然法に関する多く
の規範は，政治的に妥当ではない」ということ
である。例えば，他者が実質的に政治的領域を
圧迫する場合がある。しかし，他者がそう行う
ことは，正当化されなければならない。このこ
とは，ローンハイマーによれば，「自然法論の
課題ではあり得ず，自然法を政治哲学の本質的
要素の一つとして含意する，より広い政治哲学
の課題である」。実際，「自然法の諸理由を提
起しそして妥当な公的な諸理由として正当化す
ることによって」，即ち，「自然法の諸理由の真
理の故に自然法の諸理由は公的に是認（支持）
されているということを公衆（the public）に
確信させることによって」，同僚の市民を確信
させることは，市民にかかっているのである
（Rhonheimer, 2005, p. 65）。
2.6.3　自然法の諸理由における国家強制的契
機
　第3に，重要なことは，第2の点より，「自
然法の諸理由が政治的にも妥当である可能性が
あることを示している」点である。即ち，自然
法の諸理由が主張することは，「国家の強制的
な機構によって，道理的に行使される可能性が
あることを示している」のである。それどころ
か，ローンハイマーは，「正当性に関するリベ
ラルな原理は，自然法の諸理由を無視しないよ
うにしなければならない」とする。蓋し，自然
法の諸理由は，ローマ・カトリック或いは他の
信仰者である，「信仰の市民」たちによって，
一般的に保持されるからである。ローンハイ
マーが指摘する如く，ロールズも，「但書」（付
帯条件，proviso）に関する理念が導入され，
結局はこのことを承認しているように推察され
るのである（Rhonheimer, 2005, p. 66, Rawls, 
1996, li―lii, Rawls, 1999, p. 144, 152―6／翻訳，
ロールズ，2006, pp, 208―9, pp. 221―6，なお，
福間，2006, p. 52，参照）85）。
2.6.4　公共的な理性における包括的な教説（自
然法）の重要性
　そして，ローンハイマーは，「如何にして，
カトリック教会の教導権（Magisterium）が，
次第に，公共的な理由付けの形態に，自然法に
基づく中心的な教えを，付与をするのか」を理
解することは，興味深い問題であるとする。か
かる問題は，明らかに，中絶，安楽死，同性
間の婚姻に関する事例に関係する。中絶，安
楽死，同性間の婚姻についての諸理由が人間
のいのちの価値に関するより広い包括的な宗
教的な教説において埋め込まれているという
事実（パウロ6世，1969）は，より広い包括的
な宗教的な教説（教え）の他の部分の特殊政
治的な特徴に影響を与えることはないのであ
る（Rhonheimer, 2005, p. 66）。かかる教えに
対して賦与される諸理由は，ロールズが指摘す
る如く（Rawls, 1999, p. 152 ／翻訳，2006, p. 
208），「但書」の諸要求と見事に一致するので
ある（Rhonheimer, 2005, p. 66）。
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　確かに，このことこそが，多くのリベラリ
スト及びヨーロッパの「世俗化された人々」
（laicists）を，益々，神経質にさせる。即ち，
「自然法の政治的な諸要求を擁護するための
政治的な諸理由，即ち，善なる公共性，が存
在すること」，特に，「カトリック教会が，公
共的な道理性に訴えることによって，自然法
の立場を擁護すること」は，多くのリベラリ
スト及びヨーロッパの「世俗化された人々」
（laicists）を，益々，いらだたせるのである
（Rhonheimer, 2005, p. 66）。
　しかし，ローンハイマーは，「自然法及び教
会の教説においては，政治的な共同善の現実的
な部分ではないもの，それ故，市民の全体性に
関する市民法（民法）或いは刑法の強制力に
よって正当に課されることが不可能であるも
のが，多く存在する」ことを強調する。詰り，
ローンハイマーが指摘する如く，「自然法の政
治的な妥当性，それ故，道徳性を正当な法に
よって行使することは，政治的な諸理由によっ
て制限される」のである。従って，政治的な共
同善は，「道徳的な徳の卓越性を含まず，まし
てや，宗教的な卓越性及び聖性を含むことは
ない」とローンハイマーは主張するのである
（Rhonheimer, 2005, p. 66）86）。
第5章　結語
1　ロールズの免除戦略
1.1　ロールズの免除戦略の意義
　ロールズの政治的リベラリズムは，「自然法
の諸理由による影響から，公共的な理性を免れ
させようと試みる」ことに特徴がある。その戦
略は，「政治的なるものの領域を道徳的な或い
は宗教的な包括的な教説の領域から明確にそし
て整然と区別し，又同様に，公共的な理性を背
景文化から明確にそして整然と区別すること
を試みる」ことにある（ロールズの免除戦略，
Rawls’s Immunization Strategy）（Rhonheimer, 
2005, p. 67，なお，福間，2006, p. 55，参照）。
1.2　ロールズの免除戦略に対する批判
　ローンハイマーは，確かに，かかる区別それ
自体は「妥当でありそして有益である」とする。
が，しかし，ロールズはかかる区別を「誤用し
ている」と，ローンハイマーは批判するのであ
る（Rhonheimer, 2006, p. 67）。
　ロールズは，公正としての正義及び政治的リ
ベラリズムという政治的な構想は，重なり合う
コンセンサスの焦点であることを肯定する一
方，にもかかわらず，このような政治的構想
と包括的な諸観点の内実との間の明確な境界線
を，あたかも相互に排他的であるかのように，
描く。
　確かに，現実においては，政治的な構想のフ
リースタンディングな特徴と，同時に政治的な
構想が重なり合うコンセンサスの焦点であるこ
ととの間には，確固たる緊張が必然的に存在す
る。しかし，ローンハイマーによれば，政治的
な構想は，このような「重なり合うコンセンサ
スの帰結」（重なり合うコンセンサスの帰結と
は，「重なり合う包括的な諸観点の内の幾つか
の内実がまさに存在するということ」を意味し
ている）であるが故に，「政治的な構想は，そ
れほどフリースタンディングには最早見えな
い」のである（Rhonheimer, 2006, p. 67）。
1.3　ロールズの免除戦略に対する評価
　確かに，この点は，ロールズの理論の本質的
な矛盾では必ずしもない。
　しかしながら，第1に，ローンハイマーは，
ロールズを擁護する者は，「無防備な矛盾を実
際に避けるために，包括的な教説（背景文化）
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に属する多くの物事が存在するという譲歩を強
いられることになる」であろう，と指摘する。
かかる包括的な教説は，本質的に，重なり合う
コンセンサス，そして，かかるコンセンサスに
対応した正義に関する政治的な構想に属しもし
なければならないのであり，それ故，公共的な
理由（理性）の部分でもなければならない。従っ
て，ローンハイマーによれば，「まさに，自然
法の基本的な政治的諸要求は，このようなもの
である」といってよかろう，とする。
　第2に，ローンハイマーは，最も興味深いこ
ととして，自然法の基本的な政治的諸要求が，
「最も重なり合うコンセンサスがカトリック，
プロテスタント，ムスリムとの間で見出される
場所」であり，それだけでなく，自然法の基本
的な政治的諸要求こそが，「他の宗教の包括的
な教説及び世俗的な包括的な教説との間で見出
されるべき場所」であることを指摘する 87）。
1.4　ロールズ＝ハーバーマス論争
　以上の点に関し，「ロールズは首尾一貫し
ていない」として非難したのは，ユルゲン・
ハーバーマス（Jürgen Habermas, 1929―）で
ある（なお，神原，2006, pp. 23―7，参照）。
ハーバーマスは以下のような批判を展開した
（Rhonheimer, 2005, p. 68）。
1.4.1　ロールズに対するハーバーマスの批判
　ハーバーマスによれば，ロールズのフリース
タンディングな観点は，全くフリースタンディ
ングではない。蓋し，ロールズのフリースタン
ディングな観点は，道徳的な源泉から齎された
包括的な教説に依然として依拠しているからで
ある。それ故，ロールズのフリースタンディン
グな観点は，ある包括的な観点の道徳的な実体
から完全に独立しているべきであるとする「道
理性に関する第三の視点」（third perspective 
for the reasonable）を承認することをしない。
その代わりに，ロールズは，非公共的な諸理由
に基づいて，公共的な討議（discourse）を誤っ
た推論に基づいて設定しているのであると，
ハーバーマスは批判を展開するのである（ハー
バーマス，2004, pp. 93―126）。
1.4.2　ハーバーマスに対するロールズの批判
　一方，ロールズは，ハーバーマスの討議倫理
学（discourse-ethical）の概念は，幾つかの本
質的な点において，近代民主政というリベラル
な立憲主義について，理解が不足していると反
批判を展開する（Rawls, 1996, pp. 373―434，
なお，神原，2006, pp. 27―34，参照）。
　ローンハイマーは，確かに，ロールズに対す
るハーバーマスの指摘は当を得ているが，そ
の一方で，ハーバーマスよりもロールズを肯
定的に評価する。即ち，ローンハイマーは，
二元論的な（二段階的な）立憲主義の叡智を
犠牲にして，「ある種の民主―共和政的な永続
す る 討 議（democratic-republican permanent 
discourse）」を制度化するハーバーマスの試み
に異議を唱える点において，ロールズに与すべ
きであると考えるのである。
　即ち，ローンハイマーは，①立憲化された権
力（constituted powers）と憲法制定権（憲法
設定権，constituent）を区別すること（佐藤，
1991, pp. 88―96），そして，②立憲化された権
力を（立憲化された権力に基底をおく憲法及
び政治的・法的諸制度を），立法，判決，政策
の通常のプロセスの過程において憲法制定権に
よる修正或いは操作として扱うこと，は，典型
的なリベラルな立憲主義の伝統（二元論的な立
憲主義の叡智）である，と想定するのである。
それ故，「民主政を飼いならすこと」は，法理
的であるよりもより政治的である，ある種の
司法積極主義（judicial activism）（佐藤，1991, 
pp. 305―7，なお，政策型訴訟について，田中，
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1994, pp. 366―7，田中，2000，参照）によっ
て，民主政の土台が蝕ばまれない限り，）立法
及び政策に課する司法の制限及び制約を明らか
にすることである，とローンハイマーは主張す
るのである（Rhonehimer, 2005, p. 68）。
2　ロールズの免除戦略の最終的崩壊
2.1　ローンハイマーによるロールズの政治的
リベラリズムの評価
　ローンハイマーは，最終的には，「ロールズ
の免除戦略は成功しない」と結論付ける。
　しかし，ローンハイマーは幾つかの留保をつ
ける。
　第1に，ローンハイマーは，ロールズの正義
に関する政治的な構想が，重なり合いによって
このまさに政治的な構想を形成する包括的な教
説において含まれている幾つかの真理に必然的
に依拠する限り，ロールズの政治的リベラリズ
ムという構想においては，「多くの真理が存在
する」と指摘する。即ち，ロールズの政治的な
構想は，「一旦適切に用いられるならば，自然
法の根本的な必要性を表現している公共的な諸
理由の可能性を与える傾向がある」とローン
ハイマーは位置付けるのである（Rhonheimer, 
2005, p. 68）。
　更に，第2に，ローンハイマーは，ロール
ズは，公共的な理性の構想を放棄することは
ないが，微調整をなすことによって，その立
場を改善してきた，とする。即ち，「ロールズ
自身が自らの免除戦略の基底を明らかに掘り
崩す立場」（免除戦略の最終的崩壊）に至り，
よって，「政治的リベラリズムというロールズ
自身の理論を改善したのである」と評価する
（Rhonheimer, 2005, p. 68）。
2.2　ロールズにおける中絶問題の変遷
2.2.1　中期ロールズの中絶の権利肯定説（？）
　では，「ローンハイマーの自然法論とロール
ズの政治的リベラリズムとは，どのくらい異
なっているのか」，中絶問題を巡るロールズの
変遷を以って以下に確認してみることにする。
　ロールズは，当初，中絶問題について，以下
のように述べた。
　ロールズは，「平等な市民としての女性の平
等性」は，妊娠第一期の間妊娠を終える女性の
権利（詰りは，胎児を殺害する女性の権利）は「人
間のいのちに対する適切な尊重」によって破棄
（蹂躙）されることはないとの主張を確立しよ
うと試みた（Rawls, 1996, p. 243, f. n.（32））。
そして，ロールズは，この主張を否定すること
は，政治的な価値の均衡（balance）が存在し
なければならないということを否定することで
あろう，と主張する。即ち，ロールズは，この
ような均衡（balance）を排除する傾向のある
包括的な教説は，この点において，反道理的で
あることを主張するのである。
　そして，ロールズは，公共的な理性の理想
（ideal）88）に対立するであろう唯一のものは，
「この権利を否定する包括的な教説から，賛成
するかどうか」，即ち，例えば，「聖書，ある教
会の教えの権威（しかし，この権利を否認する
ことに関する特殊政治的な理由，即ち，公共的
な諸理由を有することなしにではあるが）に言
及するだけで，賛成するかどうか」である，こ
とを認めていた。
2.2.2　後期ロールズの中絶の権利否定説と母
親の選択権尊重論の不当性
2.2.2.1　後期ロールズの中絶の権利否定説
　ロールズは，後に，自身の中絶に関する当初
の見解について，第一妊娠期間における中絶に
対する女性の権利を主張したものとして誤解
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されている，と主張する（Rawls, 1996, lⅴ , f. 
n.（31）, Rawls, 1999, p. 169, f. n.（80）／翻訳，
ロールズ，2006, pp. 329―330，註（80））。
　そして，ロールズは，以下のことを示すこと
のできる公共的な諸理由（即ち，特殊政治的な
諸理由）が存在することは可能である，ことを
付け加える。即ち，ロールズは，人間のいのち
の価値及び諸権利を蹂躙するような中絶をする
女性の権利を確立することは，諸価値の反道理
的な均衡（balance）を確立することである，
ということを示すことのできる公共的な諸理由
（即ち，特殊政治的な諸理由）が存在し得る，
ことを付け加えるのである。
　この点に関し，ローンハイマーは，ロールズ
は，「人間のいのちが，妊娠を終える（即ち，
彼女の胎児を殺害すること）という女性の権利
によって蹂躙される可能性を否定する，妥当な
公共的な諸理由が事実上存在するということ
を，原理上考察可能であると主張した」のであ
るとする。更に，このことを以って，ローンハ
イマーは，「まさに，自然法論の見解と一致し
ている」とし，「ロールズの公共的な理性の理
念は，自然法論と一致している」と指摘するの
である（Rhonheimer, 2005, p. 69）。
2.2.2.2　母親の選択権尊重論の不当性
　一方で，ローンハイマーは，「ロールズの再
定式に基づいて，生まれてこないいのちの価値
ある及び可能性ある諸権利を全く考えず，女性
の権利を専ら考える，母親の選択権尊重（pro-
choice）の位置付けは，現在，深刻な困難に
陥っている」と指摘する。蓋し，「いのちに対
する生まれてこない者の権利の価値を考察の対
象から意図的にはずすことによって，母親の選
択権尊重の位置付けは，厳密なロールズ的な
観点においても，諸価値の均衡（balance）を
失している」からである。母親の選択権尊重
の議論は，「プライバシー権或いは女性の自己
決定権という非政治的な包括的な教説」（或い
は，「イデオロギー」，しかしながら，その妥
当性は，政治的にもそして法的にも全く疑わし
い）から引き出される主張に過ぎないのである
（Rhonheimer, 2005, p. 69）。
　よって，ローンハイマーは，結局，母親の選
択権尊重の議論は，「政治的にも反道理的であ
るだけでなく，非合法的である」と結論付け
る。そして，以上の如く，中絶について最終的
に言及したことがロールズの真の意図であるな
らば，ロールズの公共的な理性においては，自
然法の諸理由は，原則として除外されない，と
のローンハイマーの指摘は真に当を得たもので
ある，といってよかろう（Rhonheimer, 2005, p. 
70）。
2.3　結語
　最後に，ローンハイマーの見解を，消極的要
素及び積極的要素に，簡略に纏めることにす
る。
2.3.1　消極的要素
　本稿において叙述されたローンハイマーの見
解における消極的要素を述べるならば，以下の
2点を承認することに要約される。
　第1に，人間存在は，「自由且つ平等として
の個々の市民に関係する諸価値のみを承認する
ことはない」，第2に，人間存在は，「政治社会
及び政治の本質的な必要条件を表現するそれら
の価値を，それ故，正義の政治的な構想という
『本性的な』（前政治的な）諸前提であるそれら
の価値を，初めから，互いに除外しない」，と
いうことを挙げることができる（Rhonheimer, 
2005, p. 70）。
　ローンハイマーは，この2つの条件を踏まえ
るならば，個々の市民の自由且つ平等，及び，
その市民の互換性というリベラルな配慮を危険
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に晒す必要もなく，或いは，立憲民主政の制度
的なエートスを放棄する必要もないであろう，
とする（Rhonheimer, 2005, p. 70）。
2.3.2　積極的要素
　更に，本稿において叙述されたローンハイ
マーの見解における積極的要素を述べるなら
ば，以下の3点を承認することに要約される。
　第1に，「人間存在が市民である前に，人間
存在は，自然法によって支配された，既に人間
的且つ社会的な存在である」。第2に，「市民と
して，人間存在は，本性的な社会的存在である
ということに関するこのアイデンティティを奪
われない」。第3に，「いのちに対する人間存在
の権利は，市民としての人間存在の政治的な地
位に依拠するのではなく，人間存在が人間存在
であることに依拠するのである（いのちに対す
る人間存在の権利は，人間存在が市民になるこ
とができるための必然的な前提条件である）」
（Rhonheimer, 2005, p. 70）89）。
　ローンハイマーは，これらの要素を受容れる
政治的リベラリズムという構想は，ロールズの
政治的リベラリズムの構想よりも，より道理的
な諸結果を齎す，とする（Rhonheimer, 2005, p. 
70）。
2.3.3　結語
　以上でローンハイマーの政治的リベラリズム
批判を一言一句漏らさず忠実に見てきたわけで
あるが，ローンハイマーの理論は，自然法とい
う健全にそして政治的に考察された理論によっ
て豊かにされた政治的リベラリズムであると
いってよかろう。
　確かに，かかるローンハイマーの理論は，
ローンハイマー自身が認める如く，「ロールズ
の理論ではない」。しかしながら，ローンハイ
マーは，「平和，自由，政治的な平等といった
特殊近代政治的なエートス，及び，その特殊近
代政治的なエートスに依拠した公共的な理性と
いう特定の近代的な構想を捨て去ることなく，
リベラルな立憲民主政において，自然法は公共
的な理性の部分として如何に考察されなければ
ならないのか」（なお，第1章1.1.2，参照）と
いう問題意識に，適切・的確に応えている。そ
の際，ローンハイマーは，「よりよく理解する
ための構想的な枠組及び内省的な背景」として，
ロールズの独創的な（original）理論を，依然
として「有益」（Rhonheimer, 2005, p. 70）な
るものとして用いている。この意味において，
ロールズの理論は，ローンハイマーの理論と共
に高く評価することができ，体制倫理（政治経
済体制の根幹）を論じる際に，ロールズの理論
及びローンハイマーの理論を避けて通ることは
できないのである。
註
48）ラズ（ラズ，1996）のような重要な例外が存在
することに注意せよ。
49）個々の市民に対する「平等な尊重と配慮」を強
調する点において，ドゥオーキン（ドゥオーキン，
2003，2001）も同様の過誤を犯している。
50）かかる点は，同性間の結合においては当てはま
らない。即ち，同性間の結合は，生殖的ではない
が故に，社会の本性的な構造に関連性を有してい
ないからである，
51）この点に関し，山田秀は，「ロールズが『人格』
が自由で平等であるというとき，それはそのまま
『市民』が自由で平等であるという命題にほとんど
自動的に変換され」てしまっていると，的確に指
摘する（山田，2006a, pp. 66―7）。
52）「無知のヴェール」を「不知のヴェール」との
訳語を充てることについて，（山田，2006a, pp. 
69―70，註（1）），参照。
53）但し，かかる批判は，第1に，存在論的な仕方
において，人間存在が個々の人格としてのみ存在
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するということを否定しない。第2に，政治的に
組織化された社会のレヴェルにおいて，市民とし
て，人間存在は自由且つ平等なる者として考察さ
れそして承認されなければならない，ということ
を，否定しない。第3に，人格に関するロールズ
の政治的概念を，道義上，拒絶することはない。
以上3点に注意せよ。
54）中でも，「男性と女性の生殖的な婚姻の結合で
あり，そして，婚姻の結合をして，この結合に由
来し，この結合に基づいて，定立された家族とい
う事実」が重要である。
55）ロールズは，原初状態における当事者について
「彼らが人間社会についての一般的な諸事実を認識
することは当然である」と語る（Rawls, 1971, p. 
137）。ローンハイマーは，このことを以って，専ら，
自由且つ平等な個々人としての市民に配慮するこ
とのみを，「人間社会についての一般的な諸事実」
としてロールズが考慮に入れることを妨げている
ようには思えない重要な主張（affirmation）であ
る，と指摘する。なお，ロールズの理論において，
原初状態における当事者によって承認されるべき
前政治的な諸価値は，個々の市民として専ら考察
される諸人格の諸善である「基本善」（primary 
goods）である。
56）『市民政府論』における，「所有権（財産権）
について」の第5章，そして，「父権（paternal 
power）について」の第6章のみを指す（ロック，
1968）。
57）幾つかの点において，ロールズへの批判は，フィ
ニスの批判と同様な結果となる。しかし，フィニ
スとローンハイマーとは，政治的リベラリズムの
概念の評価，そして，政治倫理学に関する幾つか
の実践的な含意に関して，重要な相違を有してい
ることに，注意せよ。なお，フィニスらの新自然
法論とローンハイマーの相違点については，（May，
2003，pp. 119―25）参照。
58）実質的観点を敢えて配慮せず，形式的観点より
述べるならば，合理性とは単数の状態を表し，道
理性とは複数の状態を表しているともいえる。但
し，一般的には，合理性を形式論理的・実証主義
的な理論理性という意味合いで，道理性を常識と
しての広義の実践理性の意味合いで捉えられる場
合が多い（なお，田中，1996, pp. 214―5, pp. 230―1，
参照）。
59）しかし，ロールズは，ホッブズの伝統において，
自由且つ平等な個々人によってそして個々人のみ
によって構成される社会の概念を，単に想定する
だけであり，ロールズ自身は実際には分析してい
ないことに注意せよ。
60）こういうわけで，道徳的に熱のこもった政治的
論争において，リベラルな地位をほぼ勝者にする
効果を有するのである（George, 2000, p. 1）。興
味深いことに，ロールズは，公共的な理性及び正
当性に関するリベラルな原理を，互換性に言及す
ることなく明確化する。「市民達は基本的な政治的
問題が生じる場合には，自分の政治的見解を正当
化するために，公共的に受け入れることのできる
理由をお互いに提出することができなければなら
ない」（Rawls, 2001, p. 91）と。このことが意味
するところは，ロールズがその直前において主張
するように，政治的な権力は，「全ての市民が自分
自身の理性に照らして公共的に支持することので
きる仕方で，できる限り行使されるべきである」
（Rawls, 2001, p. 91）ということである。従って，
ロールズは，互換性の基準だけでは，あまりにも
浅薄な原理であるが故に，公共的な理性及び正当
性に関するリベラルな基準を明確化することはで
きない，ということを承認しているように考えら
れる。この点を捉え，ローンハイマーは，ロール
ズは，少なくとも直観的に，「公共的な理由」の定
義付けは「互換性」の定義付けに先立つことを承
認している，と指摘する（Rhonheimer, 2005, p. 
40, f. n.（84））。
61）このことに関する近時の事実上の事例は，リベ
ラルな非差別化（liberal nondiscrimination）とい
う名目で，同性間の婚姻と，男性と女性の本性的
に生殖的な婚姻上の結合とを，同一視するとの主
張がある。しかしながら，社会の政治的な共同善
の根本的な部分としての，男性と女性の本性的に
生殖的な婚姻上の結合と，個々の市民の本性的に
非生殖的な私的な性的選好とを，公共的な理性（理
由）において，道理的に同一視することは不可能
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である。
62）場合によっては，おそらく，企業を考慮に入れ
ることもできるが，しかし，ローンハイマーは，
消極的である（Rhonheimer, 2005, p. 40）。
63）勿論，多元主義に関するこのような記述は，
誇張されている。ローンハイマーによれば，ロー
ルズは，「ロールズの理論を，多元主義に関する
このような誇張されたそして結局道徳的には自滅
的ともいえる概念を以って，厳密に下支えする」
が，多元主義に関するこのような記述が，「穏当
な多元主義として現実的に定義されること」は決
してあり得ないのであり，「公共的な理性に基づ
いて法律上の諸制限に関する基底として機能す
ること」は現実的には決してあり得ないのである
（Rhonheimer, 2005, p. 41）。
64）ロールズは，原初状態における自由且つ平等な
るものとして市民を表すために，市民は「対称的に」
位置付けられなければならないのであり，「形式的
平等という基本的教え」，或いは，「全ての点で同
様のもの達は，同様に扱われるべきであるという」
シジウィックのいう公平の原理を尊重しなければ
ならないとする（Rawls, 2001, p. 87）。ローンハ
イマーは，この点を捉え，「そのこと以上に真理な
るものはない！」とし，「こういうわけで，正義に
関する政治的な構想において異性愛の結合及び同
性愛の結合は同等に扱われるべき理由を理解する
ことは困難である」（Rhonheimer, 2005, p. 41 f. 
n.（87））と，指摘する。
65）例えば，確かに，男性と女性の生殖的な結合及
び家族は，社会の起源でありその未来にすぎない
といえるかもしれない。しかし，「男性と女性の生
殖的な結合及び家族は，人間社会の現実在のまさ
に構造に属している」のである。このことは，明
らかに，教会，大学，シンジケート（企業連合）等々
には適用されない。確かに，教会，大学等は，社
会の卓越性に皆貢献する。しかし，「教会，大学等
は，そのまさに本性の一部分ではなく，又，社会
が本性的に根ざしているものではない」のである
（Rhonheimer, 2005, p. 44）。
66）同性の結合は養子縁組或いは生殖技術を通じて
子供を得ることができるということを恐らく考え
ているのであろう。
67）それ故，市民法（民法，Civil Law）は，この事
実をなおざりにすることはどうしてもできない。
又，市民法は，非生殖的な種類の本性によって存
在する結合と，「婚姻」と称している本性的に生
殖的な種類の結合とを，同一視することは不可能
である（日本国憲法第24条参照）（Rhonheimer, 
2005, p. 44）。
68）「生殖に関していえば，異性の結合或いは同性
の結合におけるパートナーは，平等であると考え
られるべきではなく，それ故，正義を是認（支持）
するために，彼らは市民法によっても不平等に取
り扱われなければならないという意味において」
である（Rhonheimer, 2005, p. 46）。
69）ローンハイマーは，「ミルの加害原理に驚くほ
ど近いものである」とする（Rhonheimer, 2005, p. 
47）。
70）例えば，法によって詐欺が一般的に禁止される
ということは，裁判において或いは契約に際して
詐欺を行うことは，自然法及び公共的な理性両者
によって禁止されている，ということである。
71）おそらく，道理に適わない場合，即ち，偏見，情欲，
道徳的な腐敗による場合が多いであろう。
72）ローンハイマーは，ケルゼンとは異なり，ホッ
ブズは，賢明にも又明確にも，自己保存に関する
自然権に基づいて，又，19の自然法に基づいて，
法実証主義は正当化され得ないということを認識
しながらも，法実証主義を基礎付けた，とする。
73）従って，ローンハイマーは，ポパーが，リベラ
ルな世界の諸価値は，歴史的に人間存在の宗教的
な遺産から分離されることが不可能であるこれら
のまさに文化的な根源を有している，ということ
を，忘れないよう注意を喚起するが故に，ポパー
はリベラルでは全くない，とすることは妥当でな
い，とする。
74）この教訓を，ヨーロッパ人及びキリスト教教会
は，「和解（accommodation）という長期のプロ
セス」を通して，得なければならなかった。そし
て，かなりの程度まで，排他的ではないけれども，
この教訓を得るプロセスは，「立憲民主政の近代政
治的なエートスを生み出したもの」であったので
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ある（Rhonheimer, 2005, p. 54）。
75）ローンハイマーは，その種のものは，「政治的
な正義に関する道理的な主張として，リベラルな
立憲主義の伝統によって，決して考察されてこな
かった」とする（Rhonheimer, 2005, p. 56）。
76）第一線で活躍する英米のリベラルな法哲学者
達が，有名な「哲学者の信念」（Philosophers’ 
Brief）において主張した（Rawls, 1997，参照）が，
ローンハイマーはそれほど説得的ではないとする。
77）詰り，「死への加速は彼らの権利である」が故
に，その権利を使わないことは「反道理的である
ように思われる」のである（Rhonheimer, 2005, p. 
57）。
78）このような単一の事例から，人は，「医師の手
による自殺幇助という一般的な権利の望ましい状
況を推測する」ことはできないのであり，又，「そ
れに対応した諸構造及び制度化された諸慣習の創
設を推測する」ことはできない。蓋し，ローンハ
イマーによれば，第1に，このような権利が，「医
師の手による自殺幇助の可能性を，共同善の一部
として誤って示している」からであり，又，第2
に，「医師の手による自殺幇助それ自体を，ある善
として示している」からである。ローンハイマー
は，せいぜい，まさに稀なそして究極的な事例に
おいて，人は，刑事免責の譲歩を考慮することが
できるに過ぎないのである，とする（Rhonheimer, 
2005, p. 57）。
79）但し，勿論，安楽死肯定説は，自説が信奉する
包括的な道徳的或いは宗教的教説によって支持さ
れているが故に，安楽死否定説を「宗教的な或い
は哲学的な正説を課す」こととして拒絶すること
は，当然である。
80）これらの問題を主題として扱ったものが，
（Rawls, 1996）である。
81） 確かに，自然法は，明らかに，善に関する包括
的な教説を惹起するが，しかし，このことは，自
然法に根ざしているあらゆるものは，包括的な教
説の部分であり，ロールズ的な意味における正義
の構想ではあり得ない，ということを意味するわ
けではない。
82）勿論，ホッブズの見解に全面的に与するわけで
はない。
83）ローンハイマーは，近代政治的なエートスによ
る平和構築の力の一例として，制度的な手続の論
理によって2000年のアメリカ大統領選挙における
紛争の解決を挙げることができる，とする。
84）このことは，神学的な諸理由にとっては当然で
あるように思われる。蓋し，救済と恩寵の秩序の
外部においては，自然法の十分な可知性は存在し
ないからである。
85）福間によれば，「ロールズは後年，公共的な理
由付けの中に包括的世界観に基づく信念を持ち込
むことを許容するようになったが（公共的理性に
ついての『広い見解wide view』），それには『但
し書きproviso』が存在し，包括的世界観を導入す
ることによって支持される如何なる政策に対して
も，適切な仕方で公共的な理由が提示されなけれ
ばならないことを要求している」とする。
86）但し，ローンハイマーは，「誤解かもしれない」
と留保をつける。ただ，ローンハイマーは，次の
ように述べる。確かに，市民が有徳になることは，
共同善及び社会にとって最も重要な点ではある。
しかしながら，人間を有徳にする（聖性を高める）
ことは，政治的制度の役割でもなければ，特殊政
治的な共同善の部分でもない。徳ある生活を送る
ために好ましい社会状況を作り出すことは法及び
政治の役割であるほうがよいであろうが，しかし，
この点においても，決定的であるものは，政治的
な局面及び考察，即ち，公共的な諸理由である，と。
87）従って，当該事態は，「大部分のリベラルな伝
統それ自体」にも当てはまり，「中絶或いは同性間
の婚姻を正当化するために，リベラルな伝統それ
自体を引用することはできない」のであり，況や，
「今日において，人格的な自律の名において一般的
に理解されそして正当化されているが如く，離婚
を正当化するために，リベラルな伝統それ自体を
引用することはできない」のである（Rhonheimer, 
2005, p. 67）。
88）なお，福間によれば，ロールズは，公共的な理
性の理想と理念について，「公共的理性の『理念
idea』とはとりわけ裁判官の判断に適用されるも
のと考えていた……。しかし後にロールズはこの
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公共的理性の『理想 ideal』は最高裁の裁判官のみ
ならず，政府の官および公職に就いている（また
は就こうとしている）者，そして理想的には一般
市民までもが（投票を行なう際には）充たすべき
ものであると考えるに至っている」と指摘する（福
間，2006, p. 55）。
89）まだ生まれぬ者が立憲上（例えば，合衆国憲
法修正5条及び修正14条の意味において）の人
格ではないとしても，そのいのちに関する権利を
承認しないことは，政治的な正義にとって逆説的
であり，反道理的である。蓋し，政治的正義が考
慮に入れなければならないあらゆる権利は「市
民」の権利であり，そのうちの幾つかは人間存在
の自然権であるからである（なお，Rhonheimer, 
1998b，参照）。
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